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本町では、豊かで貴重な環境を保全し、次世代に向けた資源循環や環境との共生を基調とした

「循環型社会」の形成を目指しています。これまで、ごみの減量に係る分別回収品目の拡大、回

収品ルートの構築をはじめ、ごみの適正処理、環境教育・啓発活動、地域リサイクル活動への協

力、集団回収の奨励等各種の取り組みを進めてまいりました。 

 さらに、平成 29 年にはマテリアルリサイクル推進施設を整備し、3R 運動のさらなる推進に取

り組んでいます。 

また、令和 2 年には老朽化が進んだ旧焼却処理施設に代わる新焼却処理施設を整備しました。

本新施設は、焼却処理の際に発する余熱の有効利用を図ったエネルギー回収型の処理施設であ

り、エネルギー源としての廃棄物の有効利用に関する環境教育・啓発活動に大きく寄与する施設

となっています。 

さて、我が国においては、資源循環の促進を目標とし、令和 4 年 4 月に「プラスチック資源循

環法」が新たに施行されました。さらに、令和 6 年 8 月には「第五次循環型社会形成推進基本計

画」が閣議決定され、❝循環型社会の形成に向けた循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行

による持続可能な地域と社会づくり❞が国家戦略として示され、地方公共団体に対しても取り組み

の強化が求められています。 

 このように廃棄物を取り巻く社会情勢が大きく変わる中、本町においても新たな基本目標の設

定、ごみの減量化・資源化を進める各種施策の見直しが必要となっており、また、現有の最終処

分場は、残余容量が少なく、ごみの適正処理処分の観点から新最終処分場の整備が喫緊の課題と

なっています。このため、「一般廃棄物処理基本計画」を改訂するになりました。 

 本計画は、中長期的、総合的視点に立って各種施策を進めるにあたっての基本的な枠組みを示

し、町民、事業者、行政の三者に共通した指針となるように策定するものです。 

本町の「第 6 次礼文町総合計画（令和 7 年３月改訂）」に掲げるまちづくりでは、❝地域の結び

つきと支えあいによる 島の更なる発展をめざして❞を基本テーマに長期的展望に立ち、各分野で

様々な施策を展開していく計画ですが、この総合計画の中でも循環型社会の形成に向けた取り組

みを重要課題として位置付けておりますので、町民、事業者の皆様のより一層のご支援とご協力

をお願い申し上げます。 

 

令和８年３月 

礼文町長  渋谷 秀勝 

計画策定にあたって 

「地域の結びつきと支えあいによる 

いきいきとした元気な礼文づくり」のために 
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礼文町は、稚内市の西方約 59 キロメートルの日本海上に位置する日

本最北の離島です。 
 最高峰の礼文岳を中心に東海岸は、なだらかな丘陵性の地形が海へと

続いていますが、冬の厳しい偏西風を受ける西海岸は切り立った断崖絶

壁が連なっています。 
 太古の昔、大陸から切り離されたこの島には手つかずの自然が今なお

残されており、利尻・礼文・サロベツ国立公園の中でも、夏には 300 種

の高山植物が咲き乱れる風光明媚な「花の浮島」として知られる海の幸

豊かな漁業と観光の町です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

町章の由来 
 

円は全町民の平和と団結を表現し、

円内は礼文の「レ」を図案化し、教

育に文化に産業にあらゆる分野に

おける発展を強調したものです。 
 

1967 年（昭和 42 年）4 月 1 日制定 

 北緯45°30′14″

 東経141°04′16″

 ■面　積  81.64km2（国土地理院 平成26年10月1日）

 南　北：29.8km

 東　西：7.9km

 周　囲：72.0km

 最高点：490m(礼文岳頂上)

 2,707人

（住民基本台帳　平成27年3月31日現在）

 ■役場所在地  北海道礼文郡礼文町香深

 ■位　置

 ■地　理

 ■人　口

出典：面積、人口以外は「礼文町制要覧」（平成 19 年） 

礼文町章 

■稚内経由コース 

・札幌から稚内まで JR で約 5 時間 30 分 

・札幌から稚内まで都市間バスで約 5 時間 50 分 

・新千歳空港から稚内空港まで飛行機で約 1 時間 

・稚内港から礼文島香深港までフェリーで約 2 時間 

■利尻島経由コース 

・丘珠空港から利尻空港まで飛行機で約 1 時間 

・新千歳空港から利尻空港まで飛行機で約1時間（季節

運航） 

・利尻島鴛泊港、沓形港（季節運航）から礼文島香深港

までフェリーで約 40 分 

礼文町へのアクセス 

稚内空港 

丘珠空港・新千歳空港 

新千歳空港 

● 

稚内駅 

19km 

19km 

礼文町役場 
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第１章 計画策定の基本的事項 

第２章 礼文町の概況 

利礼航路フェリー 

総  論 第Ⅰ編 
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 20 世紀の末以降、天然資源の枯渇、オゾン層の破壊、地球温暖化といった地球レベルでの資源・環境

問題が顕在化したことにより、我が国においては、平成 12 年 6 月の「循環型社会形成推進基本法」の

施行以来、各種リサイクル法及び「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の改正等法体系の整備により

消費が抑制され、環境負荷の少なく資源保護による「循環型社会」の形成に向け様々な取り組みがなさ

れてきました。 
礼文町（以下「本町」という）においてもマテリアルリサイクル施設の整備による分別回収品目の拡

大、回収品ルートの構築、啓蒙・啓発活動、地域リサイクル活動への協力、集団回収の奨励等を実施し、

廃棄物の減量化・資源化、自然環境保全に取り組んできました。 
 しかしながら、近年、海洋プラスチック汚染や気候変動の深刻化、エネルギー価格の高騰、資源の枯

渇による世界規模での資源採取の制約等が国際問題化したことから、脱炭素社社会の実現のためにも廃

棄物を含む資源の廃棄を前提とせず、有用な資源として循環利用する資源循環型社会を目指す経済シス

テムへのへの転換が国際的な要請となってきました。 
 こうした社会情勢の変化を受け、令和 4 年 4 月には「プラスチックに係る資源循環の促進等に関す

る法律（以下「プラスチック資源循環法」という）」が従来の 3R（Reduce, Reuse, Recycle）に加えて

Renewable（再生可能な資源への転換）を図ることでプラスチックの資源循環を促進することを目的

に施行されました。続いて令和 6 年 8 月には「第五次循環型社会形成推進基本計画（以下「第五次循

環基本計画」という）」が閣議決定され、“循環型社会の形成に向け、資源の枯渇や廃棄物の増加を防

ぎ、廃棄物を含む資源の効率的な利用と再利用をさらに推進し、循環経済（サーキュラーエコノミ

ー）への移行を促し、持続可能な地域と社会づくり”が国家戦略として示されました。 
本町においても「第五次循環基本計画」が新たに示されたことで、ごみ処理における現状を分析、評

価し、新たな基本目標の設定、ごみの減量化・資源化を進める施策の見直しが必要となっています。ま

た、耐用限度が迫っている現最終処分場に代わる新最終処分場の整備や災害廃棄物への対策も急務とな

っています。 
 一方、生活排水処理計画についても、下水道、浄化槽の普及による汚泥再生処理センターの廃止等、

状況が変わり、実状に則した計画になるよう見直す必要が生じています。 
 こうした状況を踏まえ、ごみ処理と生活排水処理の今後の方向性を具体的に町民、事業者の方々に示

すために、「一般廃棄物処理基本計画」（以下「本計画」という）として改訂します。 
 
 
 
 
 本計画は、新しく策定された「第 6 次礼文町まちづくり総合計画（令和 7 年 3 月改訂）」との整合性

を図り、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という）」第 6 条 1 項の規定に基

づき、「循環型社会形成推進基本法」等の関係法律を順守し、「第六次環境進基本計画（令和 6 年 5 月）」、

計画の位置付け 

計画策定の趣旨 

第 1 章 計画策定の基本的事項 

第 2 節 

第 1 節 
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用語説明 

図 1.1 一般廃棄物処理基本計画の位置付け 

「第五次循環進基本計画（令和 6 年 8 月）」、「北海道循環型社会形成推進基本計画（令和 2 年 3 月）」、

「北海道廃棄物処理計画（第 6 次）（令和 7 年 4 月）」を上位計画として、循環型社会の形成に寄与する

施策を総合的、計画的に推進していくための計画とします。 
 本計画は、図 1.1 に示す法律・計画体系の中に位置づけられるものです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

礼文町 

一般廃棄物処理基本計画 

・ごみ処理基本計画 

・生活排水処理基本計画 

循環型社会形成推進地域計画 

第６次礼文町まちづくり
総合計画 

【 国、道の上位計画 】 【 町の上位計画 】 【 法律 】 

※1 資源有効利用促進法：資源の有効な利用の促進に関する法律 

※2 各種リサイクル法：容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進に関する法律（容器包装リサイクル法） 

特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法） 

食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（食品リサイクル法） 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法） 

使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法） 

国等による環境物品等の調達等の推進に関する法律（グリーン購入法） 

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（小型家電リサイクル法） 

プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（プラスチック資源循環法） 

【 計画的整備 】 

循環型社会形成推進基本法 

廃棄物処理法 

環境基本法 

資源有効利用促進法※１ 

各種リサイクル法※２ 

個別の廃棄物処理施設整備計画 

グ

 

【 整合性 】 

グ

 

北海道廃棄物処理
計画[第６次] 

第五次循環型社会 
形成推進基本計画 

第六次環境基本計画 

北海道循環型社会 
形成推進基本計画 



7 
 

 
 
 
 本計画名称は、「礼文町一般廃棄物処理基本計画（令和 7 年度改訂）」とします。 
 
 
 
 
 本計画の対象区域は、本町の全行政区域とし、本町で発生する一般廃棄物（ごみ及び生活排水）を計

画の対象とします。計画対象廃棄物を図 1.2 に示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 本計画の期間は、令和 8 年度（2026 年度）から令和 17 年度（2035 年度）までの 10 年間とします。

また、令和 12 年度（2030 年度）を中間目標年度とし、計画の進捗状況を確認します。 
 なお、本計画は、国の「一般廃棄物処理基本計画策定指針」に基づき、概ね 5 年ごとに見直しを行い

ますが、廃棄物に関する法制度、社会経済情勢、技術革新等、計画の前提となる諸条件に大きな変化が

あった場合は、随時、見直しを行います。 
 
 
 
 
 
 
 
  

計画期間と目標年度 

図 1.3 計画期間と目標年度 

図 1.2 計画対象廃棄物 

計画の範囲 

　・島内清掃ごみ、海岸漂着物を含む

　・本町のごみ処理過程で発生するものに限る

　　（焼却処理施設から排出されるばいじん等）

 し尿（汲み取りし尿）

 浄化槽汚泥

一般廃棄物

 ご　み

 一般ごみ（生活系ごみ、事業系ごみ）

 特別管理一般廃棄物

 生活排水

計画の名称 第 3 節 

本計画（計画期間：10 年間） 計画策定 

中間目標年度 
令和１2 年度 

計画目標年度 
令和１7 年度 

初年度 
令 和 8 年 度 

基準年度 
令 和 7 年 度 

第 4 節 

第 5 節 
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本計画の策定にあたって、採用したデータは以下のとおりです。 
 

[人口に係るデータ] 

  行政区域内人口等各種人口（計画収集人口、下水道人口、浄化槽人口等）のデータは、「礼文町 循

環型社会形成推進地域計画」（令和 8 年 3 月策定）※との整合性を図るため、原則として住民基本台帳

による年度末（3 月 31 日付）人口を採用しています。 
 
 [一般廃棄物の処理・処分に係る実績データ] 

  廃棄物の排出量、処理・処分量、処理経費等の実績データは、計画策定時（令和 7 年度）の直近の

データ（令和 2 年度～令和 6 年度）を基本としています。ただし、全道、全国等の実績は、公的に発

表されているデータを採用し、その都度、注釈を入れ、出典についても明記しています。 
 
 [一般廃棄物の処理・処分に係る将来予測] 

  廃棄物の排出量、処理・処分量等の将来予測は、実績データを精査し、統計学的に推計します。 
 
 [一般廃棄物（ごみ）処理システムの評価] 
  現況の一般廃棄物（ごみ）処理システムの環境負荷面、経済面等からの評価は、収集運搬から最終

処分までを評価対象とします。評価基準は、本町の目標値、類似町村の実績を使用します。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

計画策定にあたっての基本事項 第 6 節 

※循環型社会形成推進地域計画 

  市町村が循環型社会形成の推進を図るため、「廃棄物処理法」第 5 条 2 項に規定する基本方針

に沿って策定するものです。国の承諾を必要とする計画で、この計画に基づく施設整備事業に対

して「循環型社会形成推進交付金」が交付されます。 

  循環型社会形成推進地域計画においては、3R（リデュース、リユース、リサイクル）推進のた

めの明確な目標と、この目標を達成するための具体的な各種施策等を記載することが求められて

います。 
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１．位置、地勢 

礼文島は、稚内市沿岸から

西方 59km に位置し、その東

南には、幅約 8km の礼文水道

をへだてて利尻島と向き合っ

ています。 
本島の経緯度は、北緯 45 度

30 分 14 秒・東経 141 度 4 分

16 秒で、日本最北端の町とし

て知られています。 
南北 29.8km・東西 7.9km

と南北に長く、周囲 72km、面

積は 81.64km2 です。周辺の海域には、南からの海流である対馬海流（暖流）と北からのリマン海流

（寒流）が流入しています。 
本島は、火山活動によって形成された日本列島全般とは異なり、大陸と地続きであったものが新生

代初期（約 6,500 万年前）の温暖化による海面上昇で離島となった特徴をもっています。島内中央部

の最高地点である礼文岳（490m）を除けば、南部及び中部は概ね 200～300m の山地が相連続し、東

側は海岸線に向って次第に降下していますが、西側は急斜する海蝕崖として、断崖絶壁をつくって海

に臨んでいます。全島ほとんど平野らしいものはなく、北部の久種湖周辺に 100m 内外の低平な低地

が存在しますが、湿地帯で農耕に適しません。この久種湖を含む北部地域はで、中央部および南部と

は様相を異にしています。 
 

２．歴史 

  礼文島の地名の由来はアイヌ語の「レブンシ

リ」（沖ノ島）という意味の語源からきています。 
  礼文町の歴史は明治政府による蝦夷地（現北海

道）開拓より古く、約 350 年前の寛文 8 年（1668
年）に松前藩が支配する漁場として開かれたこと

が始まりとされています。以後、アイヌ民族と和

人（日本人）との漁を通じた交易場所として徐々

に開拓されていきました。貞享 2 年（1685 年）、

松前藩の直轄地として蝦夷地に宗谷場所（交易役

場）が開設され、礼文島は隣接する利尻島ととも

にその付属場所となりました。 

図 2.1 位置と地勢 

【 位 置 】 

・東経 141°4’16” 
・北緯 45°30’14” 

礼文島 

利尻島 

図 2.2 北見国之内礼文宗谷枝幸三郡之絵図
（明治 2 年・礼文町郷土資料館蔵） 

自然概況 

第 2 章 礼文町の概況 

第 1 節 
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  文政 4 年（1821 年）、松前藩は、藩の測量方の今井八九郎を召命して、島嶼部を含む蝦夷地全域の

精密な測量を行なわせていますが、礼文島、利尻島の測量もこの時初めて行われました。 
 明治 13 年（1880 年）、香深村戸長役場が設置され、明治 25 年（1892 年）には、船泊村（現町北部）

が分村しました。 
  昭和 31 年（1956 年）、船泊村、香深村が対等合併し、礼文村となります。 
  昭和 34 年（1959 年）、町に昇格し、礼文町となり現在に至っています。 
  昭和 49 年（1974 年）には、「利尻・礼文・サロベツ国立公園」に指定され、夏には約 300 種の高

山植物が咲き乱れる「花の浮島」として一躍有名になり、多くの観光客が全国各地から訪れるように

なりました。 

 

３．気象 

  本島は、気候区分では亜寒帯湿潤気候（Dfb）の日本

海側気候（裏日本型気候）に属する海洋性気候に分類

されています。冬期は、暖流の対馬海流の影響を受け、

1～2 月の日最低気温の平均は－10°C を下回らず、北

海道の内陸の気候と比べると比較的温暖で、オホーツ

ク海から流入する流氷の影響もほとんどありません。 

しかし、リマン海流の影響で日中でも気温が上がらず、

日最高気温の平均は 1 月～2 月で－4°C ほどです。夏

期は北太平洋高気圧の勢力が強いときには気温が上昇

しますが、オホーツク海高気圧が発達するときには冷

夏となり、朝晩、暖房を必要とする日もあります。総

じて冷涼で、日最高気温が 30°C に達することはなく、6～9 月の日最高気温の平均は、16～23°C ほ

どです。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

出典：「気象庁 過去の気象データ検索」（http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/） 

表 2.1 礼文町の気象概況（令和 6 年） （礼文アメダス観測所） 

日照

一時間 平均 時間

最大 日平均 日最高 日最低 風速 風速 風向 （h）

1 164.5 29.5 1.5 -3.4 -1.2 -5.3 3.0 -11.0 4.0 18.2 東北島 38.8

2 64.0 22.0 1.5 -3.8 -1.5 -6.1 8.1 -11.1 3.5 13.5 南南西 76.9

3 40.0 10.5 1.0 -0.2 1.6 -2.1 6.9 -7.4 3.3 12.5 南西 189.6

4 21.5 13.5 1.0 6.5 9.5 4.0 18.2 0.5 4.2 12.7 南西 182.2

5 174.5 64.5 3.5 8.5 11.5 6.0 16.5 1.2 4.6 14.6 南西 179.8

6 151.0 41.0 2.5 13.2 16.1 11.0 22.2 6.6 4.8 10.6 南西 131.5

7 74.5 26.5 2.5 18.7 22.0 16.5 25.8 12.3 3.6 13.8 南西 130.7

8 268.5 71.0 9.0 19.8 22.7 17.7 28.1 13.9 3.9 13.8 南西 116.7

9 83.0 37.5 9.0 18.0 21.5 14.7 26.1 9.3 3.6 12.6 南南西 227.7

10 113.0 47.0 5.0 13.0 16.2 9.4 20.5 2.3 4.0 13.4 東北島 184.3

11 92.5 29.5 1.5 4.3 7.1 1.5 14.1 -4.9 3.4 14.5 南西 97.2

12 92.5 14.0 2.0 -4.0 -1.8 -5.9 7.8 -9.1 2.6 11.1 南 34.8

風向・風速（m/s）

最大風速月

気温（℃）

平均
最高 最低合計 日最大

降水量（mm）

礼文島 

対馬海流 

リマン海流 

図 2.3 対馬海流とリマン海流 
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１．人口 

  令和 2 年の国勢調査における総人口は 2,509 人で、若年層の都市部への流出、少子高齢化の進行に

より最近 10 ヵ年の人口減少率では約 18.5%（対平成 22 年比）、最近の 5 ヵ年でも約 9.5%（対平成

27 年比）の大幅減少となっています。 
  世帯数についても総人口同様、平成 12 年度以降、減少傾向が続き、これに伴い 1 世帯当りの人員

も減少傾向にありますが、平成 27 年度以降の減少率は鈍化しています 
  人口構成別では、年少人口や出生数の減少が大きく続くなかで、65 歳以上の高齢者人口の減少幅は

小さく、令和 2 年における 65 歳以上の高齢者は、総人口の 36%を超えており、高齢化が著しく進行

しているのが伺われます。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.2 人口・世帯数の推移（国勢調査） 

表 2.3 年齢（3 区分）別人口の構成割合（国勢調査） 

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

日
平

均
気

温
〔
℃

〕

降
水

量
〔
m

m
〕

降水量

日平均気温

図 2.4 礼文町の気象概況（令和 6 年） 

社会的概況 

※総世帯数とは、一般世帯と施設等の世帯の合計である。 

出典：「総務省統計局 国勢調査」（https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2020/kekka.html） 

出典：「総務省統計局 国勢調査」（https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2020/kekka.html） 

第 2 節 

区　　分 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

 総人口 〔人〕 3,856 3,410 3,078 2,773 2,509

 総世帯数 〔世帯〕 1,615 1,481 1,445 1,353 1,246

 1世帯当りの人員 〔人/世帯〕 2.39 2.30 2.13 2.05 2.01

区　　分 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

 年少人口（0～14歳）〔人〕 492 386 316 269 259

 生産年齢人口（15～64歳）〔人〕 2,341 1,998 1,816 1,561 1,340

 老年人口（65歳以上）〔人〕 1,023 1,026 946 943 910

 計〔人〕 3,856 3,410 3,078 2,773 2,509
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２．産業、産業別人口 

  本町の産業構造は、漁業を主産業としていましたが、漁業後継者の減少とともに就業者の減少が顕

著に現れ、昭和 45 年には 66%であった第 1 次産業構成比は、平成 12 年以降は約 36%と半数近くま

で減少しています。 第 2 次産業は、建設業や製造業が中心となっており、第 1 次産業と同様に減少

傾向にあり、構成比では令和 2 年に 12.9%となっています。 第 3 次産業は、就業人口に大きな変化

はありませんが、第 1 次産業の減少にともない、令和 2 年には 50.4%と半数を占めています。 
  漁業は、エゾバフンウニ、アワビ、利尻昆布等の名産地として知られていますが、これらの海産物

資源は減少傾向にあり、捕獲量の制限や養殖等、「育てる漁業」に取り組んでいます。また、海産物資

源の付加価値を高めるため、新たな加工品の開発にも着手しています。 
  観光業では、「花の浮島」をメインブランドとした観光が進められた結果、多くの観光客が訪れるこ

ととなり、観光は本町にとって重要な産業となっています。 
  就業者人口は、夏期間には就労者はより多くなりますが、短期雇用が多く、定住には至っていませ

ん。一方、漁業は就業者の高齢化が進み、大幅な減少傾向が続いており、就労機会の拡大による新規

就業者の確保が急務となっています。 
 

3,856 
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図 2.5 人口・世帯数の推移（国勢調査） 

図 2.6 年齢（3 区分）別人口の構成割合（国勢調査） 
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 図 2.7 就業者人口の産業別比率（令和 2 年国勢調査） 

表 2.4 産業別就業者人口（令和 2 年国勢調査） 

人数〔人〕 構成比〔％〕

603                    36.7

2 0.1

 うち農業 0 0.0

601 36.6

212 12.9

0 0.0

128 7.8

84 5.1

829 50.4

7 0.4

56 3.4

105 6.4

9 0.5

4 0.2

10 0.6

163 9.9

32 1.9

107 6.5

108 6.6

56 3.4

34 2.2

138 8.4

0 0.0

1,644 100.0合計

 分類不能

 鉱業・砕石業・砂利採取業

 建設業

 製造業

 電気・ガス・熱供給・水道業

 運輸業・郵便業

 卸売業・小売業

 金融業・保険業

 複合サービス業

 サービス業（他に分類されないもの）

 不動産業・物品賃貸業

 学術研究・専門技術サービス業

 公務（他に分類されないものを除く）

 生活関連サービス業・娯楽業

 教育・学習支援業

 医療・福祉

 宿泊業・飲食サービス業

 農林業

 漁業

分　　類

 一次産業

 二次産業

 三次産業

出典：「総務省統計局 令和 2 年国勢調査」（https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2020/kekka.html） 
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３．観光 

  本町は、日本最北端の離島という地理的条件からくる憧れに加え、約 300 種の貴重な高山植物、美

しい海と海食崖地形がつくりだす景勝地、利尻富士の眺望、豊かな海の幸等が多くの観光客を集め、

観光地として全国的に有名です。 
  本町の多くの地域が国立公園の保護区に指定されていますが、奇岩・巨岩が多い絶景の島でもある

ことから、平成元年（1989 年）には「日本の秘境 100 選」の一つにも選定されました。 

  観光客入込数は、例年 12 万人前後で推移していましたが、令和 2 年度、3 年度は、新型コロナウイ

ルス感染症の拡大に係る行動制限の影響が大きく、感染症拡大前の令和元年度の 30％程度まで減少

しました。 
  しかしながら、令和 4 年度には、感染症に係る行動制限が緩和され、令和 5 年度には、感染症の感

染症法上の位置付けが 5 類に移行されたことに加え、利尻礼文サロベツ国立公園指定 50 周年のプロ

モーションを始めとした各種イベントの実施や円安の影響による訪日外国人の増加により入込総数

は回復基調にあります。令和 5 年度には、令和元年度と比較し 75％近くまで回復しています。 
 

 

表 2.5 産業分類別就業者人口の推移（国勢調査） 

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

就業者人口〔人〕 891 824 675 652 603

構成比〔％〕 36.0 36.8 35.5 36.3 36.7

就業者人口〔人〕 471 313 239 225 212

構成比〔％〕 19.0 14.0 12.6 12.5 12.9

就業者人口〔人〕 1,113 1,104 986 919 829

構成比〔％〕 45.0 49.2 51.9 51.1 50.4

就業者人口〔人〕 0 1 0 2 0

構成比〔％〕 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0

就業者人口〔人〕 2,475 2,242 1,900 1,798 1,644

構成比〔％〕 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

分類不能

計

区　　分

第一次産業

第二次産業

第三次産業

36.0% 36.8% 35.5% 36.3% 36.7% 

19.0% 14.0% 12.6% 12.5% 12.9% 

45.0% 49.2% 51.9% 51.1% 50.4% 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

〔％〕 第一次産業 第ニ次産業 第三次産業 分類不能

図 2.8 就業者人口の産業分類別構成比率の推移（国勢調査） 

出典：「総務省統計局 国勢調査」（https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2020/kekka.html） 
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４．土地利用 

  島の総面積は約 81km2 で、約 50%が利尻・礼文・サロベツ国立公園に指定されています。北部の

久種湖周辺に低地がありますが、湿地帯のため利用は難しく、利用できる平坦地は、一部の川の流域

を除き海岸線に細長く存在するのみで、未利用地は少なく、計画的な土地利用を阻んでいます。とく

に、宅地とする用地の確保が難しく、町民や移住者が定住できる住環境を整備するために土地の確保

を積極的に図っています。 
  土地は、町民の生活や活動の基本的な基盤です。災害の防止や優れた自然環境の保全、産業の活性

化、観光・レクリエーションへの利用等、総合的、計画的な土地の利用を推進しています。 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.9 観光客入込数の推移 

表 2.6 観光客入込数の推移 

※観光客入込数は、宿泊客と日帰り客の合計であり、実数である。 

出典：「宗谷総合振興局 宗谷管内市町村観光入込客数調査（商工労働観光課）」 

   （https://www.souya.pref.hokkaido.lg.jp/ss/srk/irikomityousa.html） 

出典：「宗谷総合振興局 令和 4 年 北海道統計書(計画局統計課)」 

（https://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/tuk/920hsy/114632.html） 

表 2.7 地目別土地面積 

畑 宅地 池沼 山林 牧場 原野 雑種地 その他

面積（㎢） 81.64 2.31 0.55 0.60 0.45 0.03 2.10 1.98 73.62

構成比（%） 100.00 2.8 0.7 0.7 0.6 0.0 2.6 2.4 90.2

地目別面積項　目
総面積

（R3.4.1現在）

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

112,000 34,200 33,600 70,500 82,800 90,100

 道外客 〔人〕 81,900 24,300 24,600 52,700 61,800 67,900

 道内客 〔人〕 30,100 9,900 9,000 17,800 21,000 22,200

項　目

 観光客入込数 〔人〕

81,900 

24,300 24,600 

52,700 
61,800 

67,900 

30,100 

9,900 9,000 
17,800 

21,000 22,200 

112,000 

34,200 33,600 

70,500 

82,800 
90,100 

0

50,000

100,000

150,000

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

〔人〕 道外客 道内客 観光客計
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図 2.10 地目別土地面積の構成比率 
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表 1.14 破砕施設の概要 

表 1.13 ごみ処理施設（焼却処理施設）の概要 

内　容

 礼文町衛生センター・ごみ処理施設（焼却処理施設）

 礼文町香深村字カフカイ

 礼文町（直営）

 令和2年3月

 6ｔ/日（0.75ｔ/hr×8hｒ/日×1炉）

 家庭系・事業系の可燃ごみ（燃やせるごみ）、可燃性（粗大）ごみ破砕物、資源ごみの可燃
 性選別残渣

 機械化バッチ燃焼式

 ピット＆クレーン

 水平ストーカ式燃焼方式（乾燥ストーカ＋燃焼ストーカ）

 水噴射式ガス冷却室及び空気予熱器

 消石灰・活性炭吹込装置、ろ過式集じん方式（バグフィルタ）、消石灰・活性炭貯槽

 平衡通風方式（押込送風機、二次燃焼用送風機、誘引通風機）

 薬剤（キレート剤）処理方式

 スクレーパー式コンベヤ（水冷式）、灰バンカ、集じん灰処理物バンカ

 余熱用空気加熱器、余熱用送風機、温水発生器、温水貯槽、給湯貯槽、各種ポンプ一式

 50mg/Nm3以下（乾き酸素濃度12％以下）

 250ppm以下（乾き酸素濃度12％以下）

 K値17.5以下

 430ppm以下（乾き酸素濃度12％以下）　目標値215ppm以下

 5ng‐TEQ/Nm3以下

 30µg/Nm3以下

 100ppm以下（乾き酸素濃度12％以下、1時間平均値）

 ダイオキシン類

 水銀

 一酸化炭素

項　目

 所在地

 竣工年月

 処理能力

 炉型式

 施設名称

 運転管理

 燃焼設備

設
備
仕
様

 焼却対象物

 窒素酸化物
排
ガ
ス
基
準

 余熱利用設備

 灰出し設備

 ばいじん

 受入・供給設備

 排ガス冷却設備

 排ガス処理設備

 通風設備

 集じん灰処理設備

 硫黄酸化物

 塩化水素

内　容

 礼文町破砕施設

 礼文町船泊村字ヲカフカイ（一般廃棄物最終処分場内）

 礼文町（直営）

 平成30年3月

 プラスチック類：16.25ｔ/日（3.2ｔ/hr×5hｒ/日）、廃木材：25.54ｔ/日（5.1ｔ/hr×5hｒ/日）

 家庭系・事業系の木製粗大ごみ（家具等）、廃プラスチック類（容器包装を除く）、海岸漂着物・島内
 一斉清掃・海岸清掃ごみ（一般廃棄物に限る）

 二軸せん断破砕式

 破砕機一体型飛散防止ホッパ

 自走式（ラジコン式）二軸せん断破砕機（ジーゼルエンジン駆動式）

 磁選機、排出コンベヤ、格納庫

項　目

 施設名称

 所在地

 運転管理

 竣工年月

 処理能力

 処理方式

 投入設備

 破砕設備

 その他設備

 処理対象物

設
備
仕
様
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（２）焼却処理量と焼却処理率 

  ごみ処理施設（焼却処理施設）における処理実績を表 1.17、図 1.16 に示します。 

表 1.15 マテリアルリサイクル推進施設の概要 

内　容

 礼文町衛生センター・マテリアルリサイクル推進施設

 礼文町香深村字カフカイ（ごみ処理施設の隣接地、旧汚泥再生処理センター内）

 礼文町（直営）

 平成26年12月

 減容固化工程：0.01ｔ/日（0.002ｔ/hr×5hｒ/日）、圧縮梱包工程：0.23ｔ/日（0.046ｔ/hr×5hｒ/日）

 発泡スチロール、段ボール

 

 処理方式  電気加熱溶融方式

 処理対象物  家庭系・事業系の発泡スチロール

 投入設備  溶融機一体型ホッパ（直投式）

 減容固化設備  電気加熱溶融式（破砕機能付スクリュー型）

 

 処理方式  油圧圧縮式

 処理対象物  家庭系・事業系の段ボール

 投入設備  圧縮機一体型ホッパ（直投式）

 圧縮設備  油圧横型プレス機（二方向締め式）

 梱包設備  手動結束機（紐5本結束）

 その他設備  貯留コンテナ

 圧縮梱包工程

項　目

 所在地

 竣工年月

 処理能力

 処理対象物

 施設名称

 減容固化工程

 運転管理

設
備
仕
様

表 1.16 ストックヤード・圧縮設備の概要 

内　容

 礼文町衛生センター・ストックヤード・圧縮設備

 礼文町香深村字カフカイ（ストックヤード：旧ごみ焼却処理施設内、圧縮設備：ごみ焼却理施設の隣
 接地）

 礼文町（直営）

 ストックヤード：平成26年12月、圧縮設備：平成15年8月

 ストックヤード（圧縮梱包）：0.8ｔ/日（0.16ｔ/hr×5hｒ/日）、圧縮成形工程：4.0ｔ/日（0.8ｔ/hr×5hｒ/日）

 ペットボトル、空き缶（スチール缶、アルミ缶）、金属類

 処理方式  油圧圧縮式

 処理対象物  家庭系・事業系のペットボトル

 投入設備  ホッパ一体型エプロンコンベヤ

 圧縮設備  油圧縦型プレス機（一方向締め式）

 梱包設備  自動PPバンド結束式（圧縮機一体型）

 

 処理方式  油圧二方向圧縮式

 処理対象物  家庭系・事業系の空き缶（スチール缶、アルミ缶）

 投入設備  圧縮機一体型ホッパ（直投式）

 圧縮設備  油圧横型プレス機（二方向締め式）

 竣工年月

 処理能力

 処理対象物

設
備
仕
様

 ストックヤード工程

 圧縮成形工程

 所在地

項　目

 施設名称

 運転管理
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  焼却対象物は、生活系・事業系の可燃ごみ（燃やせるごみ）及び資源ごみ、有価物回収後の可燃性

選別残渣（手選別により除去された収集袋・紐、異物）としています。収集ごみ及び直搬ごみ可燃ご

み（燃やせるごみ）の全量焼却を基本としていますが、焼却炉の点検補修時や可燃ごみ（燃やせるご

み）への異物の混入対応等によりその一部を直接埋立しています。焼却量は年間 1,100t 前後で、大き

な変動がなく推移しています。 

  また、焼却処理率は、50%程度で全道平均、全国平均を下回る水準となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

※1 中間処理過程で発生する可燃性選別残渣は少量のため未計量であり、焼却処理量には含めていない。 

※2 全道、全国の減量処理率は「環境省 一般廃棄物実態調査結果（令和 7 年 10 月）」によるが、令和 6 年度実績は公

表されていない。（http://www.env.go.jp/recycle/waste_tech/ippan/） 

焼却処理率 

 ごみの総排出量に対する焼却処理量の割合。以下の式であらわされる。 

 ・焼却処理率〔％〕＝焼却処理量÷ごみの総排出量×100 

焼却残渣率 

 ごみの焼却処理量に対する焼却残渣量の割合。以下の式であらわされる。 

 ・焼却残渣率〔％〕＝焼却残渣量÷焼却量×100 

用語説明 

表 1.17 焼却処理量・焼却処理率の実績 

図 1.16 焼却処理量・焼却処理率の実績 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

2,151 2,363 2,269 2,074 2,233

1,037 1,128 1,152 1,085 1,132

776 723 734 713 702

57 126 200 218 218

204 279 218 154 212

124 157 160 151 169

48.2 47.7 50.8 52.3 50.7

12.0 14.0 14.0 14.0 15.0

65.1 65.6 66.1 66.7 －

80.3 80.6 80.8 81.1 －

 焼却処理率〔％〕

項　　目

 焼却処理量〔t/年〕

 収集・可燃ごみ（燃やせるごみ）量〔t/年〕

 直接搬入・可燃ごみ（燃やせるごみ）量〔t/年〕

 焼却残渣量〔t/年〕

 粗大ごみ処理施設からの可燃分〔t/年〕

 ごみの総排出量〔t/年〕

 焼却残渣率〔％〕

 全道平均焼却処理率〔％〕

 全国平均焼却処理率〔％〕

2,151 2,363 
2,269 2,074 2,233 

1,037 1,128 1,152 1,085 1,132 

124 157 160 151 169 

48.2 47.7 
50.8 52.3 50.7 

65.1 65.6 66.1 66.7 

80.3 80.6 80.8 81.1 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

焼
却

処
理

率
〔％

〕
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渣
量

〔t
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〕

ごみ総排出量 焼却処理量 焼却残渣量

焼却処理率 全道平均焼却処理率 全国平均焼却処理率
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（３）資源化処理量 

  資源化処理量は、マテリアルリサイクル推進施設及びストックヤード・圧縮設備で処理される量と

粗大ごみから手選別回収される量の合計量です。処理量は、「３．資源化・再生利用量の実績（１）

表 1.7」の中間処理後資源化量のとおりです。 
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８．最終処分減量に要する費用の実績 

  最終処分減量に要する費用の実績を表 1.22、図 1.21 に示します。 
  本町ではごみ処理経費同様、最終処分減量に要する費用も多少の変動はあるもの顕著な増加傾向や

減少傾向は認められません。 
  1t 当りの最終処分減量に要する費用は、最終処分率が高く最終処分減量が小さいことを反映し、全

道平均、全国平均よりも高い水準で推移しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 1.22 最終処分減量に要する費用の実績 

最終処分減量に要する費用 

 最終処分減量に要する費用＝（処理及び維持管理費－最終処分費－調査研究費）÷（ごみ総排出量－最終処分量） 

※処理及び維持管理費には車輛等購入費は含まない。 

「環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 一般廃棄物処理システムの指針・システム評価支援ツール」

（http://www.env.go.jp/recycle/waste/tool_gwd3r/gl-mcs/index.html） 

用語説明 

※：「環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 一般廃棄物処理システムの指針・システム評価支援ツール」に準拠し、

処理及び維持管理費には車輛等購入費、調査研究費は含まない。 

（http://www.env.go.jp/recycle/waste/tool_gwd3r/gl-mcs/index.html） 

注：表は「環境省 一般廃棄物実態調査結果」を基本データとし「処理システム指針」に準拠して算定したが、実態調

査結果では令和 6 年度の全道、全国の値は公表されていない。 

（http://www.env.go.jp/recycle/waste_tech/ippan/） 

 

図 1.21 最終処分減量に要する費用の実績 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

94,250 86,397 87,471 97,382 107,099

23,422 40,026 33,624 39,190 39,317

5,893 7,981 6,240 8,399 8,361

3,506 16,257 11,564 6,759 10,234

14,023 15,788 15,820 24,032 20,722

70,828 46,371 53,847 58,192 67,782

67,263 42,003 49,356 55,158 64,006

39,884 41,159 43,830 48,464 －

38,757 39,566 41,805 44,478 －

 全道最終処分減量1t当りの費用〔円/t〕

 全国最終処分減量1t当りの費用〔円/t〕

 人件費〔千円/年〕

 処理費〔千円/年〕

 委託費〔千円/年〕

 最終処分減量に要する費用〔千円/年〕

 最終処分減量1t当りの費用〔円/t〕

 最終処分費〔千円/年〕

項　　目

 処理及び維持管理費〔千円/年〕※
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全道最終処分減量1t当りの費用 全国最終処分減量1t当りの費用
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 本町の一般廃棄物（ごみ）処理システムについて、環境負荷面、経済面等から定量的、客観的な評価

を行います。評価の手法は、「処理システムの指針」に準拠します。 
 評価における評価指標、評価基準、評価法を表 1.23 に示しますが、評価基準は原則として、本町の

目標値及び道内類似町村（人口規模、都市形態、産業構造が類似）の平均値とします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．ごみ排出量の評価 
（１）ごみの総排出量 

  「礼文町・一般廃棄物処理基本計画（平成 28
年 3 月）」（以下「現処理計画」という）策定時

には、「北海道廃棄物処理計画（第 4 次）」では

ごみの総排出量の目標値を平成 31 年度（令和

元年度）において 940 g/人・日としていました。

しかしながら、この目標値を評価基準とするこ

とは、本町の排出実態から判断し、現実性に欠

けるため、現処理計画の目標値である「平成 37
年度（令和 7 年度）における排出量 1,930g/人・

日」を評価基準として評価を行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  評価基準を超える水準で推移しており、評価指数は、最も高い令和 2 年度においても 71.7 ポイン

トに止まっています（図 1.22、表 1.24）。このため、引き続きごみの減量化に取り組んでいく必要が

あります。 
  ごみの総排出量に占める生活系ごみの排出量の割合が大きいため、目標値に近づけるためには、観

表 1.24 ごみ総排出量の評価 

図 1.22 1 人 1 日当りの総排出量の推移 

2,477 
2,789 2,724 2,570 

2,876 

1,930 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

R2 R3 R4 R5 R6

総
排

出
量

〔
g/

人
・
日

〕

1人1日当りのごみ総排出量

R7目標値（町）

表 1.23 評価指標・評価基準・評価法 

評価基準 評価法

 町の令和7年度の目標値（「一般廃棄物処理基本計画・平成28年3月」）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

 道内類似町村の平均値

　　　　　　　〃

　　　　　　　〃 最終処分減量に要する費用

 人口 1人1日当りごみ総排出量

評価基準を100とした
指数値で評価

 廃棄物からの資源回収率

 廃棄物のうち最終処分される割合

 人口1人当り年間ごみ処理経費

評価指標

※ 「礼文町・一般廃棄物処理基本計画（平成 28 年 3 月）」におけ令和７年度（平成 37 年度）目標

 

一般廃棄物（ごみ）処理システムの評価 第 4 節 

※ 評価法としては、評価基準が類似町村の平均値である場合には指数値または偏差値によって評価する方法があるが、

評価基準が目標値の場合はこの方法を採用できない。このため、指数値で評価する手法とした。 

項目 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 平均

 1人1日当りのごみ総排
 出量〔g/人・日〕

 評価基準※ 1,930 1,930 1,930 1,930 1,930 1,930

 評価指数〔－〕 71.7 55.5 58.9 66.8 51.0 60.8

2,477 2,789 2,724 2,570 2,876 2,687
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光客、季節労働者を含めた島内在住者の生活系ごみの減量化対策が不可欠となります。 
  また、事業系ごみについては、生活系ごみに比較し排出量は少なくなっていますが、排出事業者、

搬入事業者に対し異物や産業廃棄物の混入を避ける分別の徹底等、リサイクル及び減量化に引き続き

取り組むよう促していくことが必要です。 
  また、現在の定額制のごみ有料化制度が減量意識、リサイクル意識の希薄化を招いているともいわ

れており、従量制に転換することなど、抜本的な見直しが必要です。 
 
２．リサイクル率（資源回収率）の評価 
  「北海道廃棄物処理計画（第 4 次）」が策定さ

れた当時、本計画ではリサイクルの目標値を令

和元年度（平成 31 年度）において 30%として

いました。しかしながら、この目標値を評価基

準とすることは、ごみの総排出量同様、本町の

実状から判断し、現実性に欠けるため、現処理

計画の目標値である「平成 37 年度（令和 7 年度）

における排出量 8.0%」を評価基準として評価を

行います。 
  評価指数は、令和 2 年度に 78.8 ポイントまで上昇しましたが、以降は 50～70 ポイント前後の水準

で推移しており、本町の目標値の達成は極めて難しい状況にあります（図 1.23、表 1.25）。 
  このため、現在、ペットボトル、缶類、段ボール、古紙類、紙パック、発泡スチロールに限定して

いる資源ごみの品目について、その他のプラスチック製容器包装、紙製容器包装、ガラスびんにまで

拡大する必要があり、さらに、新たに施行された「プラスチック資源循環法」に基づくプラスチック

製品類の回収、資源化にも取り組んでいく必要があり、資源ごみのリサイクルルートの再構築も求め

られています。 
  また、可燃ごみ（燃やせるごみ）、不燃ごみ（燃やせないごみ）の中に依然として少なからず資源

ごみが混在している状況にあることから、家庭、事業所において資源ごみの分別を徹底するよう啓発

する必要があります。 
さらに、粗大ごみ（島内一斉清掃ごみ含む）からの有価物の回収やリユース（再使用）について今

以上に実施できるよう、体制や制度づくりを進めていく必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．最終処分率の評価 

  道内類似町村の平均値を評価基準として評価を行います。 
  道内類似町村とは、総務省で公表されている「平成 22 年度類似団体別市町村財政指数表（総務省

表 1.25 リサイクル率の評価 

※ 「礼文町・一般廃棄物処理基本計画（平成 28 年 3 月）」におけ令和７年度（平成 37 年度）目標

 

図 1.23 リサイクル率の評価 
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項目 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 平均

 リサイクル率〔％〕 6.3 5.8 4.6 5.5 4.3 5.3

 評価基準〔％〕※ 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0

 評価指数〔－〕 78.8 72.5 57.5 68.8 53.8 66.3
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自治財政局財務調査課）」による類型区分が礼文町と同じ町村のことで、 
・人口規模：類型Ⅰ（5,000 人未満）、 
・都市形態：町村 
・産業構造：Ⅱ次産業及びⅢ次産業の人口比率

が 80%未満（類型 0） 
の町村です。令和 5 年度では道内 55 の町村が該当

しています。 
  北海道は焼却処理施設を有する市町村が少なく、

最終処分率は全国的にも高い傾向があるといわれ

ていますが、本町では焼却処理施設を有している

ものの 50%を超え、評価指数の平均でも 0 ポイン

ト以下と類似町村の平均値に大きく劣る低い水準

となっています。この要因としては、ごみの分別が徹底しておらずリサイクル率の低迷していること

に加え、可燃ごみ（燃やせるごみ）中に資源ごみや不燃物・産業廃棄物等の異物の混在が多く、可燃

ごみの全量焼却ができていないこと、粗大ごみ（島内一斉清掃ごみを含む）の多くを直接埋立処分し

ていることがあげられます。 
  最終処分率を下げ、最終処分場の延命化を図るためには、ごみの減量化、資源化施策の更なる推進、

ごみの分別の周知徹底及び資源ごみの分別収集品目の拡充が必要です。 
  また、粗大ごみ（島内一斉清掃ごみを含む）については、一部金属類等の有価物の回収のほか可燃

性粗大ごみの破砕、焼却処理を行っていますが、今以上に取り組むことが必要となっています。 
  最終処分率を下げることは、直接埋立量を減らし、最終処分場の延命化を図ることであり、取り組

むべき大きな課題となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．ごみ処理経費の評価 

  道内類似町村の平均値を評価基準として評価

を行います。 
  ごみ処理経費は、令和 3 年以降増加傾向にあ

り、令和 5 年度には道内類似町村の平均値を大

きく超える水準となっています。評価指数は、

令和 2 年度以降改善傾向にありましたが、令和 5
年度には令和 2 年度の水準まで落ち込んでいま

す。 

表 1.26 最終処分率の評価 

※ 「環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 一般廃棄物処理システムの指針・システム評

価支援ツール」による類似町村間の平均値。令和 6 年度の値は公表されていない。 

（http://www.env.go.jp/recycle/waste/tool_gwd3r/gl-mcs/index.html） 

図 1.25 1 人当りの年間ごみ処理経費の推移 
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図 1.24 最終処分率の評価 
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項目 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 平均

 最終処分率〔％〕 51.1 53.3 51.9 49.1 51.4

 評価基準〔％〕※ 26.3 26.4 26.0 23.7 25.6

 評価指数〔－〕 5.7 -1.9 0.4 -7.2 -0.8
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  この大きな要因として、新焼却処理施設に係る近年の電力費、各種薬剤及び補修費の高騰が影響し

ていることが考えられます。このため、焼却処理施設については、今以上の計画的、効率的な施設運

営が求められます。 
  今後、リサイクルの推進のため、分別品目の拡大を実施した場合は、収集運搬費の増加も予想され

ますが、収集運搬から中間処理、最終処分に至るまで、全ての処理過程でより一層の効率化を図り、

可能な限り処理経費の増加を抑制していく必要があります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．最終処分減量に要する費用の評価 

  道内類似町村の平均値を評価基準として評価

を行います。評価指数は各年度ともに 100 ポイ

ントを超えており、道内類似町村を上回る良好

な値となっています。焼却処理施設以外の高度

な中間処理施設を設けずに埋立ごみの減量化に

努めているということであり、中間処理に係る

経費を低く抑えていることが大きな要因となっ

ています。前述した「３．最終処分率」で記述

したようにごみの減量化を進め、源ごみの分別、

回収を徹底し、回収品目の拡大を図れば、焼却

処理費を含め、最終処分減量に要する費用は更なる低減が期待できます。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

  

表 1.27 ごみ処理経費の評価 

表 1.28 最処分減量に要する費用の評価 

※「環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 一般廃棄物処理システムの指針・システム評価支

援ツール」による類似町村間の平均値。令和 6 年度の値は公表されていない。 

（http://www.env.go.jp/recycle/waste/tool_gwd3r/gl-mcs/index.html） 

図 1.26 最終処分減量に要する費用の推移 
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※「環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 一般廃棄物処理システムの指針・システム評価

支援ツール」による類似町村間の平均値。令和 6 年度の値は公表されていない。 

（http://www.env.go.jp/recycle/waste/tool_gwd3r/gl-mcs/index.html） 

項目 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 平均

 1人当りの年間ごみ処
 理経費〔円/人・年〕

 評価基準〔円/人・年〕※ 24,475 25,749 27,348 27,860 26,358

 評価指数〔－〕 38.1 55.4 59.8 41.5 48.7

39,617 37,224 38,331 44,164 39,834

項目 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 平均

 最終処分減量に要する
 費用〔円/t〕

 評価基準〔円/人・年〕※ 84,630 88,814 94,769 99,255 91,867

 評価指数〔－〕 120.5 152.7 147.9 144.4 141.4

67,263 42,003 49,356 55,158 53,445
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６．評価の取りまとめ 

  ここでは、本町における評価結果を「一般廃棄物（ごみ）処理システム比較分析表」としてまとめ

ます。 

  一般廃棄物（ごみ）処理システム比較分析表は、「環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 一般

廃棄物処理システムの指針（平成 25 年 4 月改訂）」に準拠し、評価項目と評価指数をレーダーチャー

トで示し、各評価項目について評価基準と比較した評価結果を分析欄に記述する方法とします。 
  なお、評価基準、評価指数値は直近のデータを使用します。 
  「一般廃棄物（ごみ）処理システム比較分析表」を次頁に掲載します。 
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■一般廃棄物（ごみ）処理システム比較分析表 
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■北海道礼文郡礼文町 

 ・人口：2,127 人（令和 7 年 3 月 31 日現在）類型Ⅰ型（人口 5,000 人未満） 

 ・面積：81.64km2（国土交通省国土地理院調べ 平成 26 年 10 月） 

 ・都市形態、産業構造：都市形態 町村、産業構造 類型 0（二次産業・三次産業人口比率 80％未満） 

 ・分別収集の類型：類型Ⅱ相当 

 ・処理システムの概要 

  〇中間処理：焼却処理（町単独）、マテリアルリサイクル推進施設（町単独）、ストックヤード・圧縮設備（町単

独）、破砕処理施設（町単独） 

  〇最終処分：管理型最終処分場（町単独） 
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【分析欄】 
 
・廃棄物の発生：ごみの総排出量ごみは、町の目標値に遠く及ばない。多数の観光客や季節労働者の入込みと定額制ごみ有

料化による減量意識の希薄化が要因といえるが、重点的に対策を講ずることが必要である。事業系ごみについても、

減量化傾向は認められないので、排出者に対し分別の徹底（資源ごみや産業廃棄物の混入防止）、リサイクル・減量

化の取り組みを継続するよう促す必要がありる。また、ごみの有料化についても今後、状況に応じて従量制への転

換についても検討する必要がある。事業系ごみについては、産業廃棄物の混入するごみの受入制限、収集制限も検

討すべきである。 

・再生利用：町の目標値を下回っている。資源ごみの分別意識が十分に普及しているとはいえず、分別排出に関する普及啓

発を一層推進していく必要がある。また、現在分別収集を行っていないプラスチック製容器包装（現在ペットボト

ルと発泡スチロール箱のみの収集である）、段ボール・紙パック以外の紙製容器包装、ガラスびんも資源化する取り

組みが必要であり、リサイクル、リユース推進の体制づくりについても検討する必要がある。また、新しい「プラ

スチック資源循環法」に基づくプラスチック製品類の回収、資源化への対応も検討する必要があり、資源化ルート

の再構築も必要となる。 

・最終処分：最終処分率は、類似町村の水準を下回っている。リサイクル率が低いことから資源ごみの多くが埋立処分され

ていると思われる。また、粗大ごみ（島内一斉清掃ごみを含む）の大部分が直接埋立処分されている。リサイクル

の推進とともに、粗大ごみについては、可燃性の粗大ごみの焼却処理や有価物の回収により一層取り組む必要があ

る。 

・費用対効果：年間ごみ処理経費は類似町村より高い水準にあるが、焼却処理施設の運営を含め、収集運搬から中間処理、

最終処分に至るまで計画的、効率化を図る必要がある。 

最終処分減量に要する費用は類似町村を下回る水準にあるが、焼却処理以外の高度な中間処理施設を有さずに埋立

ごみの減量化に努めていることが大きな要因となっている。今後は、ごみの減量化、資源ごみの分別徹底、回収品

目の拡大により最終処分量を今以上に減量化することが望ましい。資源ごみの回収品目を拡大した場合には、収集

運搬費の増加も予想されるが、処理システム全体での効率化を進めることで経費の増加を抑制していく必要がある。 
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 ここでは、前述した「ごみ処理の実績」と「一般廃棄物（ごみ）処理システムの評価」を基に、“循

環型社会”の構築に向けて、今後取り組むべき課題を整理します。 
 
１．排出抑制・資源化に係る課題 
（１）排出抑制に係る課題 

  事業系ごみは、ある程度増加が抑えられている一方、生活系ごみには減少する傾向は全く認められ

ず、1 人当りの排出量では、全道平均を大きく超え、町の目標値の達成は極めて困難な状況にありま

す。 
  生活ごみの減量化対策として取り組むべき課題を以下に整理します。 

① 来島者ごみ対策 

本町には毎年多くの観光客、季節労働者等が来島します。とりわけ、観光客の入込数は多く（人

口 3,000 未満の町に毎年 100,000 人前後の観光客がある）、観光客に由来するごみ（観光ごみ）

が生活系ごみの排出量に影響しています。 
観光は町の経済を支える産業であり、観光ごみの排出抑制には難しい面もありますが、宿泊施

設、飲食店等を通じて観光客に対して食べ残しを減らす、ごみの持ち帰りなど減量化の取り組

みを求めていく必要があります。 
②  ごみ減量化に関する普及啓発の強化 

町民に対して“ごみ減量や物を大切にする意義”を環境学習、各種イベント、広報等による推

進を継続していく必要があります。 
   ③ ごみ有料化制度の見直し 

現在のごみ有料化制度は、家庭、事業所ともにごみの排出量にかかわらず一定金額を徴収する

定額制であるため、不平等であるとの意見もあり、ごみ減量のインセンティブ（動機付け）と

して機能しなくなっています（ごみを多く出しても減量化に努めても同一の金額を徴収され

る）。このため、ごみの排出量に応じた従量制の導入を検討する必要があります。 
 
（２）資源化に係る課題 

  リサイクル率の水準は、5～6%程度の水準で推移しています。全道平均と比較しても大きく下回っ

た数値となっており、町の目標値の達成も難しい状況にあります。 
  リサイクル推進対策として取り組むべき課題を以下に整理します。 

① 資源ごみの分別に関する普及啓発の強化 

可燃ごみ（燃やせるごみ）、不燃ごみ（燃やせないごみ）の中には少なからず資源ごみが潜在

している状況にあることから、家庭、事業所において資源ごみの分別を徹底するよう啓発する

必要があります。 

② 資源ごみの分別品目の拡大 

現在、缶類、ペットボトル、段ボール、紙パック、古紙類、発泡スチロールに限定している資

源ごみについて、その他のプラスチック製容器包装や紙製容器包装、ガラスびん類等、分別品

目の拡大に取り組む必要があります。 

ごみ処理の課題の抽出 第 5 節 
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また、新たに施行された「プラスチック資源循環法」に基づくプラスチック製品類の回収、資

源化にも取り組んでいく必要があり、資源ごみのリサイクルルートの再構築も求められていま

す。 
なお、近年、全国的に古着類、乾電池、廃食用油といった物のリサイクルが広がりを見せてい

ることから回収方法や引取先を含め、その導入についても検討してしていくことも必要です。 
③ 粗大ごみ（島内一斉清掃ごみ含む）からの有価物回収、再利用 

現在その大部分を直接埋立している粗大ごみについて、可能な限り有価物（金属類の資源）の

回収に今以上に取り組む必要があります。また、家具類、家電類等再使用可能なものについて

も広く町民に情報提供し、希望者に譲渡するなどの取り組みも必要です。 
   ④ 自治会等で集団回収が実施できる条件整備 

自治会、小中学校等の地域ぐるみで集団回収に取り組める条件作りについても検討する必要が

あります。 

 

２．収集・運搬に係る課題 

  ごみの収集・運搬は町が委託により行い、効率的な回収に取り組んできましたが、今後、リサイク

ルの推進のため分別回収品目の拡大を実施する場合には、収集・運搬体制の見直しが必要となります。

収集・運搬体制の見直しに際しては、町民のニーズや宗谷管内の他市町村の動向等に配慮して計画を

立てる必要があります。 

 

３．中間処理に係る課題 

（１）ごみ処理施設（焼却処理施設）に係る課題 

  本町において、ごみ処理施設（焼却処理施設）は、環境保全及びごみの安定的・衛生的処理の観点

から欠かせない施設となっています（離島であることや処理量の制約から、生ごみのメタン発酵や堆

肥化施設等のリサイクル施設は、生成物の利用先確保や投資効果の点から現実的選択肢とはなりえな

い）。 

  焼却処理を安定的に継続していくための課題を以下に整理します。 

① ごみ処理施設（焼却処理施設）の適正な維持管理 

現状のごみ処理施設（焼却処理施設）は、令和 2 年 3 月に竣工した最新鋭の技術を有する施

設で、良好な処理機能を継続しており、排ガス性状についても法令基準値以下を安定的に達成

しています。引き続き適正な維持管理・補修と省エネルギーに努めた施設運営に努めていく必

要があります。 

② 可燃性粗大ごみの焼却処理 

温室効果ガス排出量の削減や最終処分場の延命化の観点から、可燃性粗大ごみ中の可燃物（木

製の粗大ごみ等）の焼却処理を継続する必要があります。 

 

（２）マテリアルリサイクル推進施設に係る課題 

  マテリアルリサイクル推進施設は、平成 27 年 4 月より供用を開始した施設で、現在処理上の支障

は生じていませんが、適正な維持管理・補修に努めていく必要があります。 
  本施設は、発泡スチロール以外の容器包装プラスチックや段ボール、紙パック以外の紙製容器包装

にも対応できる施設であるため、資源ごみの分別品目の拡大に役立てることが必要です。 
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（３）破砕処理施設に係る課題 

  本施設は、定期的な維持管理・補修により処理能力を維持していますが、設備全体にわたり老朽化

の進行が認められるようになっています。したがって、今後の処理状況をみながら更新時期を計画す

る必要があります。 
 
４．最終処分に係る課題 
  本町の最終処分率は 40％を超え、道内類似町村よりも低い水準となっています。資源ごみの分別収

集品目は全品目が行われていないこと、資源化プロセスをもつ中間処理施設（堆肥化施設等）がない

こと、粗大ごみ（島内一斉清掃ごみを含む）の大部分を直接埋立処分していることが要因としてあげ

られます。 
  最終処分率を下げ、最終処分場の延命化を図るためには、ごみの減量化に加え、可燃ごみや不燃ご

みへの異物の混入を防止すること、資源ごみの分別の徹底や回収品目の拡大すること、可燃性の粗大

ごみの焼却処理を推進すること、粗大ごみから可能なかぎり金属類等の有価物を回収すること、一部

受け入れている産業廃棄物については分別の徹底と排出者責任としての減量化が必要といえます。 
 

５．費用対効果（ごみ処理経費等）の課題 

  年間ごみ処理経費は類似町村より高い水準にありますが、収集運搬から中間処理、最終処分に至る

まで、全ての処理過程でより一層の効率化を図り、可能な限り処理経費の増加を抑制していく必要が

あります。 
  最終処分減量に要する費用は道内類似町村を下回る良好な水準にあります。ごみの減量化を進め、

源ごみの分別、回収を徹底し、回収品目の拡大を図れば、焼却処理費を含め、最終処分減量に要する

費用は更なる低減が期待できます。 
  今後、リサイクルの推進のため分別品目の拡大を実施した場合には、収集運搬費の増加も考えられ

ますが、収集運搬経費のみならず、処理システム全体での効率化をさらに進めることで経費の増加を

抑制していく必要があります。 
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 「第 6 次礼文町まちづくり総合計画（令和 2 年度～令和 11 年度）」では、廃棄物処理に係る基本理念

が述べられています。本計画においても総合計画の基本理念を継承します。 
 
 
 
 
 
 
 
 廃棄物処理に係る基本方針についても総合計画において、“循環型社会の構築”に向けての施策の基

本的な方向性が述べられています。この総合計画の趣旨を受け、本計画の基本方針を次のように定めま

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環境負荷の少ない適正な処理・処分を安定的に継続します。 

３R の更なる推進とプラスチック製品に係る資源循環に取り組みます。 基本方針Ⅰ 

3R の更なる推進に向け、回収品目の拡大に取り組みます。加えて、プラスチック資源循環

法による“Renewable（リニューアブル、再生可能な資源への転換）”推進のため、プラスチッ

ク製品全般の分別回収、販売店等による自主回収をはじめ、植物等の再生可能な資源から作ら

れるプラスチック製品の使用に取り組みます。 

基本方針Ⅱ 

ごみの適正な処理・処分を安定的に継続し、環境負荷のより一層の低減を図ります。 

また、収集・運搬過程、中間処理過程、最終処分過程における省エネルギーに努め、処理に

係る温室効果ガスの削減を図ります。 

基本理念 第 1 節 

基本方針 第 2 節 

第 2 章 ごみ処理基本計画 

基本理念 
未来につながる豊かな環境づくり 

      ～礼文島らしい循環型社会をめざして～ 

3R（スリーアール）＋Renewable（リニューアブル） 

 「循環型社会形成推進法」では、廃棄物対策の優先順位を①“Reduce（リデュース、ごみを減らす）”、②“Reuse

（リユース、再使用）”、③“Recycle（リサイクル、再資源化）”、④“熱回収”、⑤“適正処分”としているが、

①から③までは家庭でも実行できる行動であり、廃棄物・資源問題を解決する上での重要なキーワードとなる

もので、この三つの言葉の頭文字をとって 3R と呼んでいる。 

 さらに、プラスチック製品のライフサイクル全体を対象とし再生可能な資源への代替（リニューアブル）を

推進する“Renewable（リニューアブル）”への取り組みが「プラスチック資源循環法」により求められている。 

用語説明 
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 ごみの処理主体は、今後の資源ごみの分別品目の拡大時においても現在の形態を基本とします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環境教育・環境学習の充実を図ります。 基本方針Ⅳ 

町民、事業者、行政が廃棄物問題に関する情報を共有し、環境にやさしいライフスタイル、

事業スタイルを実践できるよう、環境教育、環境学習の場と機会を積極的に提供します。 

また、小中学校における環境教育の一環として 3R に関するプログラムを導入し、次世代を

担う子供たちに循環型社会の意義を伝えます。 

美化運動、不法投棄対策を進め、清潔で住みよい環境を保全します。 

町民、事業者、行政それぞれの役割と責任を明確にし、三者で協働・連携して行動できる仕

組みを作り、わかりやすい目標のもと、循環型社会の実現に向け、ごみの減量化・資源化を推

進します。 

基本方針Ⅴ 

「利尻・礼文・サロベツ国立公園」に指定され、“花の浮島”と呼ばれる貴重な自然環境を

保全するため、町民、事業者、行政が協働する島内一斉清掃を継続します。また、不法投棄、

不法焼却に対する監視・連絡体制を強化し、不法行為の未然防止、早期対応に努め、不法行為

を許さない環境づくりを進めます。 

ごみの処理主体 

町民・事業者・行政の協働・連携体制を構築します。 

第 3 節 

表 2.1 ごみの処理主体 

基本方針Ⅲ 

排出抑制 ごみの分別 収集・運搬 中間処理 最終処分

排出者 排出者 町 町 町（一部委託）

排出者 排出者 町 町 町（一部委託）

 缶類

 ペットボトル

 資源ごみ（２）

 ダンボール

 発砲スチロール

新聞・雑誌類、紙パック 町（保管のみ）

 資源ごみ（3）

 ガラスびん 排出者 排出者

 プラスチック製品（容器包
 装含む）

 紙製容器包装

排出者 排出者 町 町（可燃ごみ） 町（一部委託）

－ － 個人・事業者・町 － 町（一部委託）

 家電リサイクル対象品 排出者 排出者 個人、家電販売店 町（保管のみ） －

町

－町 町（保管のみ）
排出者 排出者

町 －

排出者 排出者 町 －

排出者 排出者 町

 海岸清掃ごみ

ごみの分類

 可燃ごみ（燃やせるごみ）

 不燃ごみ（燃やせないごみ）

 資源ごみ（１）

 粗大ごみ
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１．行政区域内人口の推計 
（１）人口動態 
  行政区域内人口の将来予測に際し、直近 10 ヵ年人口動態を整理します。 
  本町の行政区域内人口は、若年者の都市部への流出や少子高齢化の影響を受けて単調な減少傾向を

示しており、平成 30 年度において 2,500 人を割り込んでいます。 
  なお、行政区域内人口の全てが計画収集人口となっており、自家処理人口は存在していません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「北海道の統計情報 住民基本台帳人口・世帯数」 

（各年度 3 月 31 日付） 

（http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/tuk/900brr/index2.htm） 

表 2.2 行政区域内人口の推移 

図 2.1 行政区域内人口の推移 

参考

（前回計画値）

平成27年度 2,658                   2,646                   

平成28年度 2,604                   2,588                   

平成29年度 2,572                   2,531                   

平成30年度 2,478                   2,477                   

令和元年度 2,430                   2,424                   

令和2年度 2,379                   2,373                   

令和3年度 2,321                   2,323                   

令和4年度 2,282                   2,275                   

令和5年度 2,205                   2,229                   

令和6年度 2,127                   2,184                   

年度 人口

ごみの発生量、処理量の見込み 第 4 節 

2,658 2,604 2,572 2,478 2,430 2,379 2,321 2,282 2,205 2,127 
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4,000
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人
口

〔
人

〕
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（２）行政区域内人口の推計 
  行政区域内人口の推計は、「（社）全国都市清掃会議：ごみ処理施設構造指針解説 1987 改訂版」に

準拠し、直近 10 ヵ年人口動態を基に時系列解析法（トレンド法）を用いて行います。 
  推計結果を表 2.3、図 2.2 に示します。令和 17 年度の推定人口は、1,689 人で、令和 6 年度の 20%

減と大きく減少する予想となっています。「第 6 次新礼文町まちづくり（後期）総合計画（令和元年

年度～令和 11 年度）」では令和 27 年度における推計値が 1,000 人程度（国立社会保障・人口問題研

究所による国勢調査を基にした 5 年ごとの推計値）であり、現実味を帯びる結果となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）計画収集人口 

  計画収集人口は、現状どおり全行政区域内人口とします。 
 

  

表 2.3 行政区域内人口の推計 

※各年度 3 月 31 日付人口の推計値 

図 2.2 行政区域内人口の推計 

（令和7年度） 2,101

8年度 2,050

9年度 2,001

10年度 1,953

11年度 1,907

中間目標年次
12年度

13年度 1,816

14年度 1,773

15年度 1,730

16年度 1,689

計画目標年次
17年度

令和年度 人口

1,861

1,689

（2,101） 2,050 2,001 1,953 1,907 1,861 1,816 1,773 1,730 1,689 1,689 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

（7年度） 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

推
計

人
口

〔
人

〕
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２．ごみ排出量の推計と減量目標 
（１）生活系ごみ 
  生活系ごみ排出量の将来推計値は、計画収集人口の推計値と 1 人 1 日当りの生活系ごみ排出量の推

計値を乗じて算出します。1 人 1 日当りの生活系ごみ排出量の推計は、直近 5 ヵ年の実績が緩やかな

増加傾向を示していることから、時系列解析法（トレンド法）を用いて算出します。 
  推計結果では、令和 2 年度以降の計画目標年次の推計値は 2,794g/人・日と現状水準以上の値とな

るため、本町独自の減量目標を設定し、ごみの減量化に取り組みます。 
  減量目標としては、道の令和 11 年度における 581g/人・日（「北海道廃棄物処理計画（第 6 次）」）

がありますが、本町にとっては現状の 80%近い減量という現実性に欠ける高い目標値であるため、達

成可能な目標値を設定します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

減量目標値 

生活系ごみ排出量の目標は令和 6 年度水準以下に抑制し、計画目

標年次の目標値を 2,382g/人・日（直近 5 ヵ年最大の令和 6 年度

実績より 4％削減、推計値に対し 15％削減）とします。 

表 2.4 生活系ごみの推計値と目標値 

1,683 
1,687 1,695 1,693 1,694 

1,694 1,698 1,692 1,689 1,686 1,727 
1,895 

1,841 1,795 1,740 1,692 
1,645 1,603 1,554 1,510 1,468 

1,472 

2,194 2,254 2,314 2,374 

2,434 2,494 2,554 2,614 2,674 2,734 2,794 
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図 2.3 生活系ごみの推計値と目標値 

推計値 目標値 推計値 目標値

令和7年度 2,194                   2,471                   1,683                   1,895                   

8年度 2,254                   2,461                   1,687                   1,841                   

9年度 2,314                   2,451                   1,695                   1,795                   

10年度 2,374                   2,441                   1,693                   1,740                   

11年度 2,434                   2,431                   1,694                   1,692                   

中間目標年次
12年度

13年度 2,554                   2,411                   1,698                   1,603                   

14年度 2,614                   2,401                   1,692                   1,554                   

15年度 2,674                   2,391                   1,689                   1,510                   

16年度 2,734                   2,382                   1,686                   1,468                   

計画目標年次
17年度

2,382                   1,472                   1,727                   2,794                   

排出量〔t/年〕

2,494                   2,421                   

令和年度
1人1日当りの排出量〔g/人・日〕

1,694                   1,645                   
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（２）事業系ごみ 
  事業系ごみは、令和元年度から令和 6 年度までの実績値を基にした時系列解析法（トレンド法）に

よる将来推計では過大に増加する推計値となり、減量化を目標とした計画値としては適当といえませ

ん。 
  今後はコロナ禍以前の令和元年度以前の水準に戻ることも予測されますが、コロナ禍後においても

増加傾向が認められないことから事業系ごみ排出量の目標としては、令和 2 年度水準以下を維持する

こと前提に、令和 7 年度には令和元年度の排出量より 15%減量、計画目標年次までに 25%削減する

ことを目標とします。 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 2.4 事業系ごみの推計値と目標値 

表 2.5 事業系ごみの推計値と目標値 

推計値 目標値

令和7年度 393                      505                      

8年度 469                      498                      

9年度 575                      491                      

10年度 709                      483                      

11年度 873                      476                      

中間目標年次
12年度

13年度 1,287                   461                      

14年度 1,538                   454                      

15年度 1,817                   445                      

16年度 2,126                   440                      

計画目標年次
17年度

平成年度
事業系ごみの排出量〔t/年〕

2,464                   440                      

1,065                   468                      

393 469 575 709 
873 

1,065 
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505 498 491 483 476 468 461 454 445 440 440 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

(7年度) 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

排
出

量
〔t

/年
〕

推計値 目標値

事業系ごみ排出量の目標は令和 2 年度水準の維持としますが、計

画目標年次までにさらに 25％削減し、計画目標年次の目標値を

440t/年とします。 

減量目標値 
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３．リサイクルの目標 
  リサイクル率は、令和 6 年度現在 4.3%に止まっています。容器包装の分別回収、不燃ごみ（燃や

せないごみ）及び粗大ごみからの金属類の選別に加え、平成 27 年 4 月から開始した段ボール、古紙

類、紙パック及び発泡スチロールの分別回収等により、リサイクル率の向上に取り組んでいます。今

後は、資源ごみの分別回収品目の拡大（プラスチック製容器を含むプラスチック製品類全般、紙パッ

ク以外の紙製容器包装、ガラスびん）等、更なるリサイクルの推進に取り組むこととします。 
  リサイクルの目標としては、道の令和 11 年度における 26%（「北海道廃棄物処理計画（第 6 次）」）

がありますが、本町にとっては現状の水準を考えると、現実性に欠ける目標値であるため、達成可能

な目標値を設定します。 
 
 
 
 
  このリサイクル目標よる資源化量の見通しを表 2.6、図 2.5 に示します。 
  この目標値を達成するためには、1 人 1 日当りの資源化量を令和 6 年度の 132g/人・日から 85%増

の 244g/人・日まで増やす必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  次に、リサイクル目標に基づくリサイクル率の見通しを表 2.7、図 2.6 に示します。 

表 2.6 資源化目標に基づく資源化量の推計 

図 2.5 リサイクル目標に基づく資源化量の推計 

計画目標年次におけるリサイクル率の目標を 8％程度（令和 6 年

度実績の約 2 倍）とします。 
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項　　　目

 1人1日当りの資源化量〔g/人・日〕

 資源化量〔t/年〕

 中間処理後資源化量〔t/年〕

 粗大ごみからの有価物回収〔t/年〕

 直接資源化量

リサイクル 
目標値 
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４．減量化、リサイクルの目標達成後のごみ処理量 
  減量化、リサイクルの目標に基づく可燃ごみ（燃やせるごみ）、不燃ごみ（燃やせないごみ）、粗大

ごみの量を生活系ごみ、事業系ごみごとに推計します。推計手法は、排出量の目標値からリサイクル

目標に基づく資源化量を差し引いた総排出量をそれぞれの構成比率（過去 5 ヵ年の実績）により算出

します。 
  推計結果を表 2.8、2.9 に、計画目標年度におけるごみ処理フローを図 2.7 に示します。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

表 2.9 事業系ごみ処理量の推計 

表 2.8 生活系ごみ処理量の推計 

表 2.7 リサイクル目標に基づくリサイクル率の推計 

図 2.6 リサイクル目標に基づくリサイクル率の推計 

※島内一斉清掃ごみを含む。 

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

 リサイクル率〔%〕 5.9 5.9 6.1 6.4 7.1 7.4 7.5 7.6 7.8 7.9 7.9

　
11年度

中間年次 計画年次
令和

（7年度）
　

8年度
　

9年度
　

10年度

項　　　目

5.9 5.9 6.1 6.4 
7.1 7.4 7.5 7.6 7.8 7.9 7.9 
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〕

※粗大ごみ（島内一斉清掃ごみを含む）を含む。 

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

505 498 491 483 476 468 461 454 445 440 440

119 117 114 112 109 106 103 101 98 96 96

160 157 154 151 147 145 142 140 136 135 135

208 206 204 198 194 190 187 184 181 179 179

 うち可燃性ごみ〔t/年〕 65 63 62 61 59 58 58 56 55 55 55

18 18 19 22 26 27 29 29 30 30 30 資源ごみ〔t/年〕
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 不燃ごみ（燃やせないごみ）〔t/年〕
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（7年度）

　
8年度
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10年度

　
11年度

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

1,895 1,841 1,795 1,740 1,692 1,645 1,603 1,554 1,510 1,468 1,472

693 670 652 628 607 586 570 549 533 515 515

331 328 318 313 300 294 287 282 276 270 270

748 724 705 679 657 636 620 600 578 562 566
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 不燃ごみ（燃やせないごみ）〔t/年〕

 生活系ごみ処理量〔t/年〕
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（7年度）
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10年度
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図 2.7 減量化、リサイクル目標に基づく計画目標年度のごみ処理フロー 

 

可 燃 ご み 
（燃やせるごみ） 

618t/年 

家電リサイクル法対象品 
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772t/年 

再生処理業者 

405t/年 
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一時保管 

＊1 
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一時保管 
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イクル推進施設 

（100t/年） 

資源ごみ（１） 

・缶類 
・ペットボトル 

24t/年 

衛生センター 

＊1 

※1 粗大ごみには島内一
斉清掃ごみを含む。 

破砕可燃物 

焼却残渣 

可燃性粗大ごみ 

115t/年 

ストックヤード 
・ 圧 縮 設 備 

（24t/年） 

焼 却 処 理 施 設 

（820t/年） 
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破 砕 処 理 施 設 
（202t/年） 

※2 フリーマーケット等
により町民に還元 
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 「循環型社会形成推進基本法」では、廃棄物処理やリサイクルの取り組みの優先順位を①排出抑制、

②再使用、③再生利用（以上、3R）、④熱回収、⑤適正処分と定めています。加えて、「プラスチック資

源循環法」の施行によりプラスチック製品の Renewable（再生可能な資源への転換）に新たに取り組む

べき状況にあります。したがって、町民、事業者、町（行政）がそれぞれの役割を認識し、互いに協働

して 3R を現状以上に進めていくことが最も重要な課題となっています。 
 ここでは、排出抑制をはじめとする 3R を推進していくにあたり、町民、事業者、町（行政）がそれ

ぞれ果たすべき役割を整理します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．生活スタイルの転換 
  商品の選択から購入、消費、廃棄に至るまでごみを作らない、出さない生活スタイルの実践に取り

組みます。 
  ① 簡易包装品、リターナブル容器を選択し、過剰包装を求めないよう自粛します。また、買物袋

（マイバック）の持参によりレジ袋や紙袋の辞退を心掛けます。 
  ② 可能な限り使い捨て商品の購入を避け、リサイクル品やエコマーク認定商品等の環境にやさし

い製品を選択するグリーン購入に努めます。 
  ③ 料理を工夫し、調理くず、食べ残しをなくすエコクッキングの実践や水切りの徹底による生ご

みの減量に取り組みます。 
  ④ 物を大切にし、使える不要品は他人に譲るように努めます。また、故障、破損したものは修理

町民の役割 

■排出者責任、拡大生産者責
任に基づく事業活動 

■環境活動への参加、従業員
教育の実施 

■行政の施策への協力 

■計画、目標の設定 
■排出抑制、資源化の仕組み

づくり 
■環境教育、啓発活動の強化 
■適正処理・処分の実施 

町の役割 

図 2.8 3R を推進するための町民、事業者、町（行政）の役割分担 

ごみの排出の抑制のための方策に関する事項 

町民 

事業者 

協働の 
まちづくり 

Reduce 
（減らす） 

Reuse 
（再使用） 

Recycle 
（再利用） 

礼文町 

■ごみの排出抑制・資源化の実践 
■環境学習環境活動への参加 
■行政の施策への協力 

町民の役割 

事業者の役割 

第 5 節 
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して使うなど、安易に物を廃棄しないよう心掛けます。 
 

２．リサイクル活動への積極的参加 
  個人、または各種団体による衣類、家庭用品等の不用品交換会等のリサイクル活動は、地域コミュ

ニティの育成にも繋がることから、地域ぐるみで積極的に推進します。 
  また、リターナブルびん等販売店による店頭回収や資源回収に協力します。 
 
３．行政の施策への協力 

  ごみ出しルールを順守し、資源ごみ分別を徹底するなど、町が実施する減量化、資源化の施策に積

極的に協力します。 

  また、町や各種団体が主催する環境教育、環境学習の場に積極的な参加に努めます。 

 

 

 

１．製造業者における排出抑制の取り組み 

  ① 原料、製造プロセス等を見直し、生産・製造過程で排出される廃棄物の減量化、資源化を進め

ます。また、使用済み製品を回収し、資源としての活用に取り組みます。 

  ② 繰り返し使用できる製品、長寿命製品、詰め替え製品等、廃棄する割合の少ない商品の製造、

販売に取り組んでいきます。 

  ③ 拡大生産者責任の考え方に則して、製品の回収やリサイクルに積極的に取り組みます。 

 

２．製品の流通、販売業者における排出抑制の取り組み 

  ① 使い捨て製品の販売や過剰包装を自粛し、簡易包装やマイバック持参を推奨します。 

  ② 店頭におけるリサイクル品の品揃え、展示方法を工夫し、リサイクル品の流通拡大に努めます。 

  ③ 修理可能な製品については修理サービス体制の充実に努めます。 

  ④ 店頭回収に積極的に取り組み、リサイクルルートの確保に努めます。 

 

３．一般事業所における排出抑制の取り組み 

  ① “事業活動に伴って排出されるごみは事業者自らが処理責任を負う”ということを常に自覚し

行動します。 

  ② 多量にごみを排出する事業者は、減量化計画を策定し、排出抑制、リサイクルに努めます。 

  ③ OA 用紙の資源回収活動に取り組むとともに、IT 化によるペーパーレス化を進めます。 
  ④ 使い捨て製品の使用を抑制し、環境への負荷の少ないグリーン製品、グリーンサービスを選択

していきます。 

  ⑤ 地域における環境活動に参加するとともに、従業員への環境教育を実施します。 
 

 

 

 

 

事業者の役割 

拡大生産者責任（Extend Producer Responsibility） 

生産者がその生産した製品が使用され、廃棄された後においても当該製品の適切なリサイクルや処分について一

定の責任を負うという考え方。 

用語説明 
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４．食品廃棄物、観光ごみの排出抑制の取り組み 

  ① 食品販売業においては、消費期限前に商品を撤去、廃棄するなどの商慣行を見直し、売れ残り

を減らす仕入れの工夫や消費期限の近づいている商品の値引き販売等を行い、食品が廃棄物と

ならないような販売方法に努めていきます。 

  ② 飲食店等外食産業においては、メニュー、盛り付け等の工夫や啓発により食べ残しをなくす環

境づくりに努めます。 

  ③ 宿泊施設は、自らのごみ減量の取り組みを観光客に情報提供し、資源ごみの分別や食べ残し削

減への協力を求めます。 

 

 

 

１．ごみ減量、リサイクル目標の設定と発信 

  町民、事業者、町が共通の目標を共有し、3R の取り組みを進めていけるよう、わかりやすい目標

を設定し、町民、事業者へ発信します。目標の達成度は随時公表します。 
 
２．環境教育、環境学習の充実  
  ① 小中学校におけるビデオ教材、副読本を利用した環境教育を実施します。また、各種イベント

において、ごみ減量・分別に関するプログラムを取り入れ、環境学習の充実を図ります。 
  ② 事業者によるごみ減量、リサイクルを推進するため、事業者向けのごみ処理ガイドブック等の

作成、配布を検討します。 
 
３．レジ袋の追放、簡易包装の推進 
  レジ袋の使用を抑制するため、買物袋持参運動（マイバック運動）の普及を進め、町民の意識改革

を図ります。また、販売店と連携し、レジ袋の追放や簡易包装の取り組みを進めます。 
 
４．多量排出事業者への減量化指導 
  多量排出事業所に対し、排出者責任、拡大排出者責任を明確に示し、一般廃棄物のみならず産業廃

棄物の自己処理責任の周知徹底を図ります。また、減量化計画の策定指導等、排出抑制に関する協力

を求め、指導の強化を図ります。 
 
５．町における率先的取り組み 
  町においても自ら排出抑制とリサイクルに積極的に取り組むとともに、環境への負荷の少ないグリ

ーン製品、グリーンサービスを選択するなど、循環型社会形成に向けた行動を率先して行っていきま

す。 
 
６．ごみの適正処理・処分の継続 
  廃棄物の受け入れ、処理・処分を迅速、かつ適正に行い、環境負荷を最小限度に抑えます。また、

ごみ処理施設（焼却処理施設）、最終処分場の効率的な運営と維持管理に努め、施設における省エネ

ルギー化を進めます。 
  

町（行政）の役割 
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７．ごみ処理、再使用・再利用に係る情報公開 
  町のホームページや広報誌等を通じて、ごみ処理に関する様々な話題を広く発信します。 
  ① ごみ処理事業の現状（ごみ排出量、リサイクル率、ごみ処理経費、ごみ処理施設（焼却処理施

設）及び最終処分場の運転管理状況等）の公開を積極的に行い、町民の安全・安心を確保する

よう努めます。 
  ② 再使用、再利用の推進を図るため、町内の不用品情報（差し上げます、もらってください）の

提供やフリーマーケットの開催等により Reuse（再利用）の推進を図ります。 
  ③ 収集ごみや一斉清掃時のごみの中から再利用、再使用が可能なものの情報を提供し、希望者に

譲渡する体制づくりに努めます。 

 
８．地域リサイクル活動への支援 

  自治会、学校区におけるリサイクル活動（集団回収、フリーマーケット等）の推進を図るため、車

両の貸し出し、開催場所や保管場所の提供、資源回収ルートに関する情報提供等の支援を行います。 
 
９．廃棄物減量等推進審議会の開催 

  3R の推進に関する課題について相互の理解を深め、問題解決に向けて町民、教育関係者、各種業

界団体、行政等の代表者が広く協議できる場の開催を検討します。 
 

10．ごみ有料化制度の検証 

  ごみの有料化制度は、町民、事業者の意識改革を進め、ごみの排出抑制、リサイクルの推進に効果

があることから道内の市町村のほとんどで導入されている制度で、本町においても定額制度（家庭、

事業所当り、排出量によらず一定料金を徴収する制度）を導入しています。 

  しかしながら、定額制では負担の公平化が図られず、ごみの減量化に繋がっていないため、従量制

に変更すべきとの意見もあります。このため、社会情勢や近隣自治体（利尻町、利尻富士町）の動向、

町民、事業者の意見（廃棄物減量等推進審議会の活用が考えられる）、ごみ処理経費の実態等に十分

配慮し、適正な料金体系になるよう、検討を続けていきます。 
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 現状の分別区分は、「第 1 章 第 3 節 4．収集・運搬の実績」のとおりで、「処理システムの指針」の

類型Ⅱを基本としていますが、資源ごみの分別品目の拡大（プラスチック製容器を含むプラスチック製

品類全般、紙パック以外の紙製容器包装、ガラスびん）を実施後の計画目標年次（令和 17 年度）以降

においても類型Ⅱとなります。 
 なお、直接搬入される事業系ごみについても適正処理の観点から、この分別区分に準じて搬入するよ

う、周知徹底を図ります。 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
１．収集・運搬計画 
（１）基本方針 

  収集・運搬計画に関する基本方針を以下のように設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画収集区域 

  計画収集区域は、現状どおり町の全行政区域とします。 

 

ごみの適正な処理及びこれを実施する者に関する基本的事項 第 7 節 

排出されたごみを迅速、衛生的に、かつ安全性に十分配慮した収集・運

搬を行い、清潔な生活環境の保全に努めます。 

 

基本方針Ⅰ 

分別して収集するものとしたごみの種類及び分別の区分 

地球温暖化ガスの削減等、環境保全を図るため、低公害型の収集運搬車

への転換を進めます。 

 

基本方針Ⅲ 

資源ごみの分別等、ごみ出しルールの周知徹底に努めます。 基本方針Ⅱ 

表 2.10 分別収集区分 

類型Ⅱ  ①-1 アルミ缶・スチール缶

 ①-2 ガラスびん

 ①-3 ペットボトル

 ①-4 プラスチック製品（容器包装含む）

 ①-5 紙製容器包装

 ②資源回収する古紙類（新聞、雑誌類）

素材別に排出源で分別。

 ⑤可燃ごみ（燃やせるごみ）

 ⑥不燃ごみ（燃やせないごみ）

 ⑦家電リサイクル法対象電化製品（原則収集は行わないが、状況により特例として町が収集）

 ⑧粗大ごみ（島内一斉清掃時に収集。家電リサイクル法対象電化製品、パソコンは除く）

分別収集区分

 ①資源回収する容器包装

第 6 節 
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（３）収集・運搬体制 

  基本的に現在の収集・運搬体制を継続します（表 2.11）。 
 

 １）収集エリア 

  現在の収集エリアである香深地区と船泊地区の 2 地区を基本とします。 
 

 ２）収集方式・収集形態 

  ①収集方式 

   現状どおり、可燃ごみ（燃やせるごみ）、不燃ごみ（燃やせないごみ）、資源ごみは、ステーショ

ン方式と戸別収集方式の併用を基本とします。また、ステーションは、観光地であることを考慮し、

景観保全及びごみの飛散防止の観点から、現在の木造の小屋型ステーションを継続します。 
 

  ②収集形態 

   現状どおり、収集作業の安全性・効率性の観点から、可燃ごみ（燃やせるごみ）と不燃ごみ（燃

やせないごみ）は袋収集を継続します。ただし、ごみ処理手数料は現在、定額制を導入しているた

め、指定袋としていませんが、有料制度の見直し時には指定袋制の採用を検討します。 

   資源ごみについては、缶類、ペットボトル、ガラスびんはステーション方式ではステーション内

の回収かごを利用したバラ収集、戸別収集方式では袋（指定なし）収集とし、プラスチック製品（容

器包装を含む）は袋（指定なし）収集、紙製容器包装（段ボール、紙パックを含む）はひも縛りま

たは袋（指定なし）収集、古紙類はひも縛り収集とします。 

 

  ③収集頻度 

   現状の水準（「第 1 章 第 3 節 4．収集・運搬の実績」）を維持しますが、今後の収集量の推移、

近隣町村の動向、町民のニーズ、資源ごみの分別品目の拡大等の諸条件の変化を考慮し、随時見直

します。 
 
  ④収集・運搬業務 

   ごみの収集・運搬業務は、経費削減維持の面から許可業者への委託を継続します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.11 収集・運搬体制 

分類 収集方式 収集頻度 収集・運搬

 アルミ缶・スチール缶

 ペットボトル

 ガラスびん

 プラスチック製品類  袋（指定なし） 1回/月

 ひも縛り
 袋（指定なし）

2回／週

3回/週（6～9月）

収集形態

 資源回収する容器包装
ステーション方式と

戸別収集方式の併用
町（委託）

2回/月
及び第5週

 紙製容器包装

 ステーションは回収かご
戸別は袋（指定なし）

1回/週

 可燃ごみ（燃やせるごみ）
ステーション方式と

戸別収集方式の併用
 袋（指定なし） 町（委託）

 不燃ごみ（燃やせないごみ）
ステーション方式と

戸別収集方式の併用
 袋（指定なし） 1回/週 町（委託）

 粗大ごみ 地域拠点収集 －
島内一斉清
掃時に回収

町（委託）、事業者
（直接搬入の扱い）

町（委託）
2回/月

及び第5週
 資源回収する古紙類

ステーション方式と
戸別収集方式の併用

 新聞、雑誌類  ひも縛り
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（４）収集・運搬の量 

  収集・運搬の量は、生活系ごみの全量（島内一斉清掃ごみを除く）と事業系ごみの一部です。収集

ごみの内訳は表 2.12、図 2.9 のとおりです。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）特別管理一般廃棄物取り扱い 

  廃棄物処理法では、「爆発性、毒性、感染性及びその他の人の健康又は生活環境に悪影響を及ぼす

恐れがある廃棄物」として以下の物が“特別管理一般廃棄物”に指定されています。 

 

  【特別管理一般廃棄物】 

   ■廃家電製品に含まれる PCB を使用した部品 

   ■廃棄物焼却炉の集じん灰 

   ■感染性一般廃棄物（医療機関等から排出される、人が感染し、又は感染するおそれのある病原

体が含まれ、若しくは付着している廃棄物又はこれらのおそれのある紙くず、包帯、脱脂綿等

の政令で定める一般廃棄物） 

 

  上記のうち、集じん灰と感染性一般廃棄物については、町のごみ処理施設（焼却処理施設）で処理

が可能ですが、PCB 使用部品は町の処理システムでは技術的に対応ができないため、従来とおり、販

売業者が回収することとし、ホームページ、広報、パンフレット等の広報媒体を通じて周知徹底を図

ります。 
 

表 2.12 収集・運搬量の推計 

図 2.9 収集・運搬量の推計 

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

891 861 835 804 777 750 726 699 675 652 652

676 652 633 608 586 564 547 526 508 490 490

103 100 96 93 83 80 78 76 73 70 70

112 109 106 103 108 106 101 97 94 92 92

計画年次

 資源ごみ〔t/年〕

項　　目

 収集ごみ量〔t/年〕

 可燃ごみ（燃やせるごみ）〔t/年〕

 不燃ごみ（燃やせないごみ）〔t/年〕

令和
（7年度）

　
8年度

　
9年度

　
10年度

　
11年度

中間年次

676 652 633 
608 586 564 547 526 508 490 490 

103 100 96 93 83 80 78 76 73 70 70 

112 109 
106 103 108 106 101 97 94 92 92 

0

500

1,000

（7年度） 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

収
集

・運
搬

量
〔t

/年
〕

可燃ごみ（燃やせるごみ） 不燃ごみ（燃やせないごみ） 資源ごみ
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（５）適正処理困難物 
  町では処理できない適正処理困難物については、販売店、処理業者、リサイクル業者等による引き

取りを依頼するよう指導し、収集・運搬対象から除外します。 
  また、家電リサイクル対象品、廃パソコン、廃自動車については、それぞれ関係リサイクル法に基

づくリサイクルルートを順守するよう、指導します。 
  なお、適正処理困難物や家電リサイクル対象品、廃パソコンが収集ステーションに排出されないよ

う、排出ルールの周知徹底を図ります。 
  町における適正処理困難物は、以下のとおりとします。 
 
 
 
 
 
 
２．中間処理計画 
（１）基本方針 
  中間処理に関する基本方針を以下のように設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）中間処理の方法 

  焼却処理、可燃性粗大ごみの破砕処理及び資源ごみの資源化処理（アルミ缶・スチール缶の圧縮処

理、段ボール及びプラスチック製容器包装の圧縮・梱包、発泡スチロール・トレイの減容固化、保管）

から構成される現状のシステムを基本として適正処理を推進します。 

  中間処理の対象物は以下のとおりとします。 
  さらに、リサイクル率の向上のため、紙製容器包装の回収品目の拡大、プラスチック製品全般（容

器包装のほか、日用品・雑貨類等）及びガラスびんの回収を計画します。 
  ごみの分別区分ごとの処理・処分システムについては、「一般廃棄物処理システムの指針」に示さ

れている「適正な循環的利用及び適正処分の方法」の様式に準拠して表 2.13 に示します。 
  

可燃ごみ（燃やせるごみ）、資源ごみ選別後の可燃性選別残渣及び破砕

処理後の可燃性粗大ごみの焼却処理を継続します。 

 

基本方針Ⅰ 

周辺環境の保全と安全性・安定性を確保した中間処理を継続するととも

に、効率的、経済的な施設の運営管理体制の充実を図ります。 

 

基本方針Ⅱ 

焼却処理施設の日常的な維持管理と計画的な補修工事を励行し、施設の

延命化を図ります。 

 

基本方針Ⅲ 

土木建築廃材の石材・瓦・コンクリート類・レンガ、廃自動車・自動車部品、バ
イク、ガスボンベ、薬剤（農薬、除草剤が残っているもの）、液体類（オイル、
ガソリン、灯油、軽油等）、劇薬、火薬、廃タイヤ、バッテリー、魚網、農業用
資材、ドラム缶、漁業用機械類、ピアノ、廃船（木製、ＦＲＰ製）、流木、塗料
缶（塗料が残っているもの）、その他収集運搬・処理上支障があるもの 

適正処理
困難物 
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※ 表中〇番号は「一般廃棄物処理システムの指針」に基づく分類番号であり、連番にはなっていない。 

表 2.13 適正な循環的利用及び適正処分の方法 

①-1

ー

①-2

ガラスびん

①-3

ペットボトル

①-4

①-5

・可燃ごみは排出源で分
別する。

・素材別に排出源で分別する。

・搬入後、異物の除去、種類別の選別を行い、缶類は圧縮処
理、ペットボトル、段ボールは圧縮・梱包し、発泡スチロールは
溶融固化を行う。

・付着した汚れの洗浄が困難な物について、容器包装に係る分
別収集の対象からの適切な除去を図る。

・ペットボトル、発泡スチロール以外のプラスチック製品、段ボー
ル以外の紙製容器包装は異物の除去、種類別の選別後梱包
する。

○発泡スチロールの溶融固化物
（インゴット）は、希望する町民に無
償提供する。

分別収集区分 適正な循環的利用・適正処分の方法

アル ミ缶・スチー
ル缶

プラスチック 製品
（容器包装含む）

○アルミ・スチール缶の回収業者
への売却等による再生利用

①資源回収
する容器包
装等の資源
ごみ

紙製容器包装（紙
パック、 段ボール
含む）

○回収業者への引渡し等による再
生利用を基本とする。

○除去した異物は町の焼却施設、
または最終処分場で適正処理・処
分を行う。

⑦可燃性粗大ごみ
○熱エネルギー利用は、余熱回
収とし、温水による熱供給（暖房、
給湯）を行う。ばいじん

・薬剤により安定化処
理し、町の最終処分場
で処分

⑤可燃ごみ（燃やせるごみ、資源
ごみの選別残渣含む）

○金属等の回収業者への売却に
よる再生利用

⑥不燃ごみ（燃やせないごみ）、
不燃性粗大ごみ ○除去した異物は町の焼却施設、

または最終処分場で適正処理・処
分を行う。

・金属等の有価物の回収

・破砕処理後、焼却処理

焼却灰
・最終処分場で適正処
分

○熱エネルギー利用は、余熱回
収とし、温水による熱供給（暖房、
給湯）を行う。

焼却灰
・最終処分場で適正処
分

・薬剤により安定化処
理し、町の最終処分場
で処分

ばいじん

・不燃ごみは排出源で分
別する

・不燃性粗大ごみは島内
一斉清掃ごみと混合回収
後、選別する。

・島内一斉清掃ごみと混
合回収後、選別する。

・焼却処理施設の受入基
準寸法として排出する。

②資源回収する古紙類の資源ご
み

排出源で分別し、必要最小限度の異物を除去後、梱包する。

・ガラスびんはリターナルびん及びそれ以外の3種類（無色、
茶、その他）を分別・選別する。

表 2.13 適正な循環的利用及び適正処分の方法 

■焼却処理 

 ・生活系・事業系の可燃ごみ（燃やせるごみ）、可燃性粗大ごみ 

 ・資源ごみ処理後の可燃性選別残渣（手選別により除去された収集袋、異物） 

 ・生活系・事業系の粗大ごみ（島内一斉清掃時の粗大ごみを含む）のうち破砕処理さ

れた可燃物 

■破砕処理 

 ・可燃性の生活系・事業系の粗大ごみ（島内一斉清掃時の粗大ごみを含む） 

■資源化処理（圧縮・梱包、減容固化） 

 ・アルミ缶、スチール缶、ガラスびん、ペットボトル、プラスチック製品（発泡スチ

ロール・トレイ、飲料容器、洗剤容器等の容器包装、おもちゃ、文具、衣類、家具

等の日用品・雑貨、建材等）、紙製容器包装（段ボール、紙パック、紙箱、紙カップ、

包装紙、紙袋等）、金属類（不燃ごみ（燃やせないごみ）、粗大ごみからの手選別回

収）、古紙類（新聞・雑誌） 

中間処理対象 
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（３）中間処理量 
  減量化・資源化目標に基づく中間処理量（焼却処理量及び資源化処理量）の見通しを表 2.14、図

2.10 に示します。 
  可燃ごみ（燃やせるごみ）の全量焼却体制を図るとともに、現在一部埋立処分している可燃性粗大

ごみの破砕・焼却量の増加を計画します。また、資源ごみの分別品目の拡大を計画します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

表 2.14 中間処理量の推計 

図 2.10 中間処理量の推計 

994 971 952 925 911 890 876 856 840 820 820 

141 137 139 142 154 156 155 153 153 151 151 

0

500

1,000

1,500

（7年度） 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

中
間

処
理

量
〔
t/

年
〕

焼却処理量 資源化処理量

※1 中間処理後焼却量とは、粗破砕後の可燃性粗大ごみ量と資源選別残渣の合計量である。 

※2 リサイクル施設処理量とは、マテリアルリサイクル推進施設、ストックヤード・圧縮設備での処理量である。 

※2 その他資源ごみ処理量とは、不燃ごみ・粗大ごみから回収した金属等の有価物量である。 

中間年次 計画年次

994 971 952 925 911 890 876 856 840 820 820

182 184 186 185 195 198 203 206 209 209 209

141 137 139 142 154 156 155 153 153 151 151

11 11 11 17 21 25 25 26 27 27 27

 中間処理後焼却量〔t/年〕

 焼却処理量〔t/年〕

 可燃ごみ（燃やせるごみ）焼却量

 資源化処理量〔t/年〕

 その他資源化量〔t/年〕

 等での処理量〔t/年〕
130 126

740 716 692

令和
15年度

令和
16年度

令和
17年度

 マテリアルリサイクル推進施設
128 125 133 131 130 127 126 124 124

 〔t/年〕
812

令和
9年度

令和
14年度

令和
10年度

令和
11年度

令和
12年度

令和
13年度

項　　目 令和
（7年度）

令和
8年度

787 766 673 650 631 611 611
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３．最終処分計画 
（１）基本方針 

  最終処分に関する基本方針を以下のように設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）最終処分の方法 

  最終処分の方法は、現状どおり町の最終処分場で陸上（山間）埋立処分とします。 

  埋立対処物は以下のとおりとしますが、現在埋立処分されている可燃性粗大ごみは焼却処理を行い、

埋立対象物から除外します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）最終処分量及び最終処分率 

  減量化・資源化目標に基づく最終処分量及び最終処分率の見通しを表 2.15、図 2.11、2.12 に示し

ます。焼却残渣量は、焼却残渣率の実績平均 9.2％（「第 1 章第 3 節 5 表 1.15」参照）で算出します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 中間処理後残渣量とは、焼却残渣と資源選別残渣の合計量である。 

※2 最終処分率の算定には、海岸漂着物、有機性汚泥を含めていない。 

表 2.15 最終処分量・最終処分率の推計 

埋立対象 

■焼却残渣（焼却灰、集じん灰） 

■生活系・事業系の不燃ごみ（燃やせないごみ） 

■不燃性粗大ごみ（島内一斉清掃ごみ含む） 

■有機性汚泥（浸出水処理汚泥、下水道汚泥） 

■資源選別残渣（手選別により除去された金物、ガラスくず等の不燃性の異物） 

■海岸漂着物 

計画目標年次における最終処分率の目標値を 50％程度と現状水準を維

持することとし、可能な限り新最終処分場の延命化を図ります。 

 

基本方針Ⅰ 

周辺環境の保全と安全性に十分配慮した最終処分を継続するとともに、

効率的、経済的な施設の運営管理体制の充実を図ります。 

 

基本方針Ⅱ 

埋立が終了した第 3 期埋立処分場は、環境に与える影響がなくなる（法

令に基づく廃止基準を満たす）まで適正管理を継続します。 

 

基本方針Ⅲ 

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

1,914 1,873 1,831 1,785 1,726 1,684 1,645 1,605 1,562 1,530 1,535

139 136 133 130 128 125 123 120 118 115 115

340 340 340 340 340 340 340 340 340 340 340

163 159 156 152 148 145 142 138 135 131 132

58.8 58.7 58.4 58.2 57.1 56.7 56.3 56.1 55.6 55.5 55.6

539 543

439 429 422 412 405 405

635 611 585

令和
（7年度）

　
8年度

　
9年度

　
10年度

　
11年度

663

 有機性汚泥量〔t/年〕

 最終処分量〔t/年〕

 中間処理後残渣量〔t/年〕

699781 753 730

491 485 472 464 447

557

計画年次中間年次
項　　目

 不燃ごみ（燃やせないごみ）量

 不燃性粗大ごみ（島内一斉清掃ご
 み含む）〔t/年〕

 〔t/年〕

 海岸漂着物量〔t/年〕

 最終処分率〔％〕
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１．焼却処理施設 

  現有の焼却処理施設は、令和 2 年 4 月に供用開始した新しい施設で、現在まで順調に稼働しており、

本基本計画の計画期間内において更新整備する必要性は基本的にありません。 
  焼却施設は、環境保全及びごみの安定的・衛生的処理の観点からごみ処理システムにおける中核を

なす施設であります。このため、日常的な維持管理と計画的な補修工事を励行し、安定した適正処理

の継続と施設の延命化に努めていく必要があります。 
 
２．破砕処理施設 

  本施設は、定期的な維持管理・補修により処理能力を維持していますが、設備全体にわたり老朽化

の進行が認められるので、今後の処理状況をみながら更新時期を計画する必要があります。 
  なお、更新整備に際しては、最終処分場の延命化を見据え、不燃性粗大ごみへの対応が可能な破砕

処理施設の導入も検討することが必要です。 

図 2.11 最終処分量の推計 

ごみの処理施設の整備に関する事項 

図 2.12 最終処分率の推計 

58.8 58.7 58.4 58.2 57.1 56.7 56.3 56.1 55.6 55.5 55.6 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

（7年度） 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

最
終

処
分

率
〔％

〕

第 8 節 
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３．マテリアルリサイクル推進処理施設、ストックヤード・圧縮設備 
  両施設は、順調な処理機能を維持しており、更新整備の必要はありません。 
  したがって、当面は現有施設の計画的な維持管理・補修を継続して、周辺環境への負荷の低減、処

理の安全性・安定性の確保に努めていくものとします。 

 

４．最終処分場 

  現有の最終処分場は、平成 27 年 4 月に供用開始、埋立目標年次は平成 41 年度の施設ですが、平成

27 年の激甚災害による災害廃棄物の大量発生、可燃性粗大ごみの増加等の要因により直接埋立量が

多くなっています。このため、埋立終了予定年度の平成 41 年度までの使用が極めて困難な状況にあ

り、新最終処分場の整備を早急に計画すべき段階に至っています。 
  新最終処分場施設の整備概要を以下に示します。 
 
   新最終処分場の整備(予定)概要 

   ・埋立構造：準好気性埋立 
   ・埋立面積：8,800 m2 
   ・埋立容積：33,000m3（埋立期間 15 年） 
   ・浸出水調整池容量 
   ・浸出水処理施設：処理能力 28m3/日 
            処理方式 生物処理法＋凝集分離法＋高度処理（砂ろ過＋活性炭吸着） 
            放流水質 BOD 20mg/L、SS 10 mg/L 
   ・配置計画図（案）：図 2.13 に示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

Scale＝1：NON 

図 2.13 新最終処分場施設配置計画（案） 
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 この節では、不法投棄・不適正処理対策、廃棄物減量等推進審議会の開催、災害廃棄物対策に関する

事項について、基本方針を定めます。 

 

１．不法投棄・不適正処理対策 

  不法投棄、不適正処理に対する監視・連絡体制を強化し、未然防止、早期対応に努めるとともに、

啓発活動により違法行為を許さない環境づくりに努めます。 

  具体的施策として以下の施策を検討、実施します。 

 

  【不法投棄・不適正処理対策】 

   ■不法投棄・不適正処理パトロールの継続及び監視員の設置 

   ■自治会、警察等との連携による違法行為防止対策連絡会の設置 

   ■島内一斉清掃への町民の参加推進 

   ■清掃ボランティア活動による環境美化の推進 

   ■罰則付き条例制定の検討 

 

  また、野焼きや違法焼却炉による不適正焼却についても広報、啓発活動により町民、事業者対し、

周知徹底を図ります。 

 

２．廃棄物減量等推進審議会の開催 

  町民、事業者、町（行政）は、循環型社会を構築していくうえでの主役であり、連携・協働がなけ

れば、目的は達成されません。このため、三者それぞれの活動に関する情報交換や相互理解を深め、

連携を強化する交流の場を創出していく必要があります。 

  問題解決に向けた意見交換を行う場として町民、教育関係者、各種業界団体、行政を基本とした「廃

棄物減量等推進審議会」の役割を再検討します。審議会の構成は既存組織の活用を含めて、様々な立

場の人、団体にも広く参加を呼びかけていくものとします。 

 
３．災害廃棄物対策 

  本町は、平成 26 年夏、豪雨による未曾有の大災害が発生した（「激甚災害」に指定される）ことで

廃棄物の収集・運搬、処理・処分業務に大きな支障が生じる事態となりました。 
  大規模地震、豪雨による水害、大潮・大波等による災害時は、ガレキ等の廃棄物の大量発生や交通

網の途絶に伴う廃棄物の収集・運搬、処理・処分の困難が予想されます。 
  このため、災害発生によるガレキや避難所から排出されるごみ、し尿を迅速、かつ適正に処理し、

生活基盤の復旧と生活環境の改善を早期に図るため、「礼文町地域防災計画（令和 6 年 4 月）」を踏ま

えて災害廃棄物処理に係る基本方針を策定します。 
  災害廃棄物処理に係る基本方針は次のとおりとします。 
 
 

その他ごみ処理に関し必要な事項 第 9 節 



76 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 仮置場の設置 

１）仮置場の選定 

本町は、丘陵地帯で平地が少ない地形ですが、平時から所有者、関係法令その他留意事に

ついて検討し、以下の優先順位で仮置場候補地を選定しておきます。 

①  廃棄物処理施設、最終処分場跡 

② 公園、廃小中学校のグラウンド、公民館、港湾（船舶の係留等のための水域を含む）

等の公有地（市有地、道有地、国有地等） 

③ 未利用工場跡地等で長期間利用が見込まれない民有地 

④ 上記の他、利用できそうな民有地（スーパーの駐車場等）の検討 

発災後は、災害対策本部と協議の上、以下の事項に留意し、速やかに仮置場開設場所を決

定します。  

（１）設備・機材等の確保 

災害発生時に必要となる設備・機材の確保等、災害体制の整備に平常時から努めます。 

また、燃料や補機類の燃料について、町として優先調達の協定締結等の対応を検討します。 

さらに、災害発生に備え、“感染症対策上から生ごみ、し尿を優先収集する”などの優先

的に回収する災害廃棄物の種類、必要な機材、収集運搬方法・ルート等について、“臨時の

搬送ルーマニュアル”を策定しておきます。 

 

（２）事前広報活動の実施 

  災害発生当初の混乱の中でも災害廃棄物を迅速に処理し、生活環境を保全するため、町民、

事業者等の協力が得られるよう、平時から以下の内容について広報誌やホームページ等の広

報媒体を通じて情報提供を継続的に実施します。 

① 災害廃棄物の分別の重要性 

② 災害時の腐敗性廃棄物の排出方法、処理方法 

③ 仮置場の必要性、仮置場候補地 

④ 便乗ごみの排出の禁止、混乱に乗じた不法投棄・不適正処理の禁止 

 

本町内に大規模災害が発生、または発生する恐れが極めて高い場合、「礼文町地域防災計画」

に基づき、災害対策本部を設置します。災害対策本部の下、町民対策部、建設対策部、衛生対

策部からなる「災害廃棄物対策室」を設置し、災害対策本部との連携を取りながら処理業務を

行います。また、災害廃棄物処理の実務作業を効果的に実施するため、衛生センター内に「災

害廃棄物処理班」編成します。災害廃棄物処理班の班長は、衛生センター所長とします。 

災害発生時の「災害廃棄物対策室」の立ち上げ 基本方針Ⅱ 

災害発生後、仮置場を速やかに設置し、適正に運営します。 基本方針Ⅲ 

平時から防災体制の整備に努めます。 基本方針Ⅰ 
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 ２）一次仮置場と二次仮置場 

  仮置場は、一次仮置場と二次仮置場の 2 か所設置、もしくは一次仮置場と二次仮置場の区

画割りを行います。一次仮置場では多様で多量な災害廃棄物を資源化・減量化するため、再

生利用が可能な品目はできるだけ分別して集積・保管します。一次仮置場で分別された災害

廃棄物は、二次仮置場で破砕・選別などの前処理を行った後、処理・処分先へと移送します。 

 

（２）仮置場の運営 

発災後は以下の事項を踏まえ、災害対策本部の組織体制の指揮命令系統（意思決定）によ

り以下の点に留意し、速やかに運営します。 

① 入場者管理（不法投棄、便乗ごみの防止）のため、パトロールの実施や広報の強化を

行います。 

② 災害廃棄物の分別・搬出管理・災害廃棄物による周辺環境への影響対策に十分留意し

ます。 

 

（３）排出ルールを定め、広報媒体等の手段で町民の周知に努めます。 

仮置場を設置・運営する際には、自治会と連携しながら、町民に対し、以下のような排出

ルールをしっかりと伝えます。また、ボランティアについても、町が役割を決め、同様に排

出ルールを伝えます。 

① 仮置場の場所、搬入時間、曜日等、誘導路（場外、場内）、案内図、配置図 

② 分別方法（平時の分別方法を基本とする） 

③ 仮置場に持ち込んではいけないもの（生ごみ、有害ごみ、引火性・爆発性のごみ等） 

生活ごみ・避難所ごみ・災害廃棄物、し尿の迅速かつ適正処理に努めます。 基本方針Ⅳ 

（１）収集運搬 

  災害時において策定した収集運搬方法・ルート等に基に被災状況に応じて実施方法を決定

します。また、複数の避難所から排出される廃棄物の保管場所・方法、収集運搬ルートを検

討します。 

本町は、平時からごみ収集を委託していますが、委託業者が収集を実施できなくなった場

合の対策を検討します。 

 なお、大規模災害の場合、町だけでは対応しきれない状況になった場合は、災害廃棄物の

撤去、収集・運搬、処理・処分について、北海道（以下「道」という）へ支援要請を行うな

ど連携体制の構築を図ります。 

 

（２）ごみ処理 

① 災害時に発生する生活ごみ、避難所ごみ、片付けごみ及びし尿については、平時と同

様、本町の一般廃棄物処理施設（焼却処理施設、可燃性粗大ごみ破砕選別処理施設で

可能な限り処理を行います。 

② 災害廃棄物についても可能な限り本町の廃棄物処理施設で処理しますが、特に甚大な

被害を受け、大量の災害廃棄物が発生した場合等においては、仮設の中間処理施設の
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災害廃棄物の処理・処分状況等に係る情報提供体制を構築します。 基本方針Ⅴ 

③ 最終処分量を極力削減するため、災害時に発生する不燃性粗大ごみの減容化に効果の

高い破砕選別施設の設置を検討します。 

④ 設置工事の着手等を早めるため、廃棄物処理法の一部改正（平成 27 年 8 月 6 日）に基 

づき非常災害時に町が設置する一般廃棄物処理施設について、事前に道知事に協議書

を提出し、同意を得ることで期間短縮を図ります。 

 

（３）し尿処理 

  倒壊家屋、焼失家屋の便槽のし尿について、被災地における防疫上、収集可能になった日

から可能な限り早急に収集処理します。、その実施体制については、現有の人員、機材、本

町の下水処理施設のし尿投入施設で処理します。 

 

（４）一般廃棄物処理施設等の補修体制の整備 

① ごみ焼却施設、し尿処理施設、終処分場などの廃棄物処理施設が被災した場合に対処す

るため、補修等に必要な資機材の備蓄を平時から行います。 

② 災害発生時の点検、修復に備え、当該施設のプラントメーカー等との協力体制を確立し

ます。 

 

（５） 仮設の一般廃棄物処理施設の設置 

③ 大量の災害廃棄物が発生した場合及び中間処理施設等が甚大な被害を受け、早急な復

旧が困難な場合は、仮設の中間処理施設の設置を検討します。仮設の中間処理施設の

設置については短期間で設置し、稼働する方策を検討します。 

④ 最終処分量を極力削減するため災害時に発生する不燃性粗大ごみの減容化を図るた

め、破砕選別施設の設置を検討します。 

⑤ 設置工事の着手等を早めるため、廃棄物処理法の一部改正（平成 27 年 8 月 6 日）に

基づき非常災害時に町が設置する一般廃棄物処理施設について、事前に道知事に協議

書を提出し、同意を得ることで期間短縮を図ります。 

（１）道、災害対策本部への情報の提供と共有 

災害廃棄物の処理・処分状況等の情報を収集、整理し、災害発生以降、災害廃棄物処理対

策室から道及び災害対策本部に対し、速やかに報告します。また、収集した情報は、道、災

害対策本部、災害廃棄物対策室及び災害廃棄物処理班において共有します。 

 

（２）町民への情報発信 

災害発生直後は、ごみ・し尿の収集の見通し、有害・危険物の取扱い、問い合わせ先等の

緊急情報を発信します。 

  応急対応から復旧・復興期は、災害廃棄物の搬出が本格的となってくる時期であり、災害

廃棄物を迅速、かつ適正に処理するためには、町民、事業者等の理解・協力が欠かせないも

のであることから、情報を適時、正確で分かりやすく発信します。 
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協力・支援・連携体制を構築します。 基本方針Ⅵ 

（１）自衛隊・消防・警察との連携 

  害発生直後は、迅速な人命救助が最優先されます。人命救助のために道路啓開（車両通行

のため、道路上の災害廃棄物を撤去すること）等の必要が生じた場合は、「礼文町地域防災

計画」に基づき自衛隊、警察、消防へ協力・支援を要請します。自衛隊、警察、消防との連

絡・調整は、情報の錯綜を防ぐため災害対策本部を通じて行います。 

 

（２）国、道及び民間事業者団体等との協力・支援体制の構築 

  災害廃棄物処理にあたっては、町が主体となり自区内処理を行うことが基本となります

が、被災状況や災害廃棄物の発生量により町だけでは災害廃棄物処理のための十分な体制が

構築できない場合は、「礼文町防災計画」の支援協定に基づき国、道及び民間事業者団体に

支援を要請します。 

  なお、廃棄物処理班の人員が不足する場合等は、役場内の他部署に支援を要請するほか、

災害規模被状況等により北海道へ支援を要請します。 

 

（３）ボランティアの受け入れについて 

  応急対応から復旧・復興にかけては、災害廃棄物の撤去、被災家財等の粗大ごみの持ち出

し、貴重品や思い出の品等の整理、土砂の排除等清掃作業で多くの人員､資機材が必要となり

ます。このため、必要に応じて「礼文町地域防災計画」に基づき、町民対策部を通じて礼文

町社会福祉協議会及び災害ボランティアセンターへ人員派遣のほか、資機材や物資等の提供

も含めたボランティア活動の支援を要請します。 

  なお、応援が円滑に受入れられるよう、応援業務従事者の宿舎の確保等、受入体制の整備

に努めます。 

研修・訓練を実施し、人材育成を図ります。 基本方針Ⅶ 

（１）研修・訓練の実施 

災害発生後、速やかに災害廃棄物を処理するためには、災害廃棄物の処理に精通し、かつ

柔軟な発想と決断力を有する人材が求められます。人材育成を図るため、業務の中心的役割

を担う職員（災害廃棄物対策室構成候補者）を対象に平時から研修・訓練を実施します。 

国、道、町等における災害廃棄物処理体制とその役割、道内外の過去の対応事例、災害発

生後の取るべき行動の内容、手順等について周知を図ります。 

 

（２）廃棄物処理実務経験職員のリスト化 

災害発生時に速やかに人材活用ができるように、過去に研修・訓練を受けた職員、廃棄物

処理実務経験職員を専門職員としてリスト化し、災害発生時は災害廃棄物対策室に召集しま

す。リスト化した職員は、定期的に見直し・チェックを行い、随時更新します。 
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４．海岸漂着物の処理に関する基本方針 

  海岸漂着物は、分別が困難であり、流木は焼却、破砕ともに困難な処理困難物であるため、当面の

措置として、流木は保管処分、その他は埋立処分を継続します。 

  このため、海岸漂着物の処理については、「美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好

な景観及び環境の保全に係る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（平成 21 年 7 月）」、「北

海道海岸漂着物対策推進計画（平成 23 年 2 月）」に基づき、国、北海道との連絡調整のもとで対応

を協議していきます。 

 

５．使用済小型電子機器等のリサイクルに関する基本方針 

  「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（平成 25 年 4 月）」（小型家電リサイクル

法）の施行により道内においても約 60％の市町村が使用済小型電子機器の回収・リサイクルに取り組

んでいます。 
  本町では、回収対象品目、回収方法やリサイクルの実施方法、協力小売店や法律に基づく認定事業

者（確実・適切なリサイクルの実施について国が認定した事業者）の確保等、リサイクル体制の整備

は今後の検討課題となっており、現時点では実施しておりません。 
  このため、リサイクル市場の状況や近隣自治体（利尻町、利尻富士町）の動向、町民、事業者の意

見等を基に町の実情に合わせた体制の整備を検討していきます。 
 

６．産業廃棄物の受入に関する基本方針 

  水産加工業から排出される動植物性残渣、建設業から排出される建設廃棄物の産業廃棄物について

は、処理・処分及び「食品リサイクル法」、「建設リサイクル法」に基づくリサイクルは、原則、排出

者責任に基づくものとし、町としての受入は行いません。 

  しかしながら、零細事業者については、島外搬出はコスト面で無理があるため、健全な事業活動を

保護する観点から一定量以下であれば有料で受け入れるものとします。 
  ただし、受入条件として、分別の徹底とリサイクルに努め、可能な限り排出抑制に取り組む事業者

を対象とします。 
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礼文島の昆布漁 

第１章 生活排水処理の現状と課題 

第２章 生活排水処理基本計画 

生活排水処理基本計画 第Ⅲ編 
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